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地震災害応急対策における医療救護計画 
 

 

１．医療救護計画策定の目的 

この計画は、予想される南海トラフ地震等の災害発生時に傷病者等を救護する医療体制について、

富士市医師会・富士市歯科医師会・富士市薬剤師会（以下「富士市三師会」という。）等関係機関の

協力を得て定めるものであり、もって地震災害等応急対策の具体化を推進し、想定される災害から

市民の生命と健康を守ることを目的とする。 

 

２．医療救護計画の基本的な考え方 

(1) この計画は、市（災害警戒本部及び災害対策本部を含む。以下同じ）及び富士市三師会並びに

救護病院等関係機関が連携を図り、医療救護施設（以下「救護施設」という。）において、円滑な

医療救護活動を実施するため定めるものである。 

(2) 市は、地震災害等により多数の人的被害が発生、または発生する恐れがある場合は、本計画の

発動を上記関係機関に連絡するとともに、富士市三師会に対し医療救護三師会本部（以下「三師

会本部」という。）の設置を要請する。 

(3) 救護施設は、医療救護所（以下「救護所」という。）及び医療救護病院（以下「救護病院」とい

う。）とし、それぞれの施設が医療救護活動の機能を分担するものとする。 

(4) 医療救護の対象者は、次のとおりとする。 

ア、直接災害による負傷者 

(ｱ) 重 傷 患 者 手術等入院治療を必要とする者で直ちに医師による応急処置を行い救護病院

において対応する者（クラッシュ症候群発症の恐れがある者を含む。） 

(ｲ) 中等傷患者 直ちに入院治療する必要はないが、医師による処置を必要とする者 

  ※上記以外の軽傷者は原則として家庭及び自主防災組織等による自主的な医療救護活動で対

応する。 

イ、人工透析等医療の中断が致命的となる患者及び助産が必要となる者 

ウ、災害時のストレスにより情緒不安定等の症状が認められる者 

エ、日常的に発生する救急患者 

(5) 救護施設間の連携 
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３．救 護 所 

救護所は、トリアージを行い、原則として重傷及び中等傷患者に対する応急処置等を行うものと

する。 

(1) 設置及び組織 

ア、救護所の開設予定場所は、市内各地区の公共施設のうちから市が指定する施設とし、医療救

護活動等を行う場所は、予め施設の管理者と協議し定めておくものとする。（資料－１） 

イ、救護所の医療救護体制は、医師、歯科医師、薬剤師、看護師等の医療関係者及び市職員等に

よる補助員をもって医療班を構成するものとする。 

ウ、市は、医療班の編成及び配置について、富士市三師会等の関係機関と予め協議して定めてお

くものとする。 

エ、救護所の円滑な運営を図るため、各救護所に医師による医療管理者及び市職員による運営責

任者を配置するものとする。 

(2) 担当業務 

ア、医療関係者 

(ｱ) トリアージ 

(ｲ) 重傷・中等傷患者に対する応急処置 

(ｳ) 救護病院等への患者の移送手配 

(ｴ) 遺体の検案 

(ｵ) 医療救護活動の記録 

(ｶ) その他、医療救護に必要な事項 

イ、市職員 

 (ｱ) 開設準備のための情報収集、状況把握等 

(ｲ) 救護所の設営 

(ｳ) 受付 

(ｴ) 医療関係者担当業務の補助 

(ｵ) 市及び救護施設間の連絡調整 

(ｶ) その他、救護所の運営に必要な事項 

(3) 開設及び運営 

ア、救護所の開設は、市内各地区の人的・物的被害状況等に基づき、必要と判断される地区ごと

に市で決定する。またその場合、市は直ちに三師会本部に対し当該救護所への医療関係者の緊

急派遣を要請する。 

 イ、開設が決定された救護所の医療管理者及び運営責任者は、医療班の参集状況や施設の状況等

を踏まえつつ速やかに医療救護活動を開始するものとする。 

 ウ、市及び三師会本部は、開設された救護所の状況を把握し、必要に応じた支援体制をとるもの

とする。 

 エ、救護所は原則として 24時間態勢をとり、医療班は交代制とする。また、開設期間は概ね発災

後 4日間程度とし、閉鎖については三師会本部等との協議を行った上、市が決定する。 

(4) 資器材等 

市は、各救護所で必要となる備品類、医療資器材類について予め十分な整備と備蓄を図るとと

もに、定期的な点検及び入替を行うものとする。 

(5) 上記のほか、救護所に関し必要な事項は別に定める。 
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４．救護病院 

救護病院は、主に重傷患者の処置及び収容を行うほか中等傷患者に対する処置も行うものとする。 

(1) 設置 

救護病院は、一般病床、療養病床または精神病床を有する全ての病院のうちから、市が当該病

院の管理者と予め協議し定めるものとする。（資料－２） 

(2) 担当業務 

ア、重傷患者の処置及び収容並びに中等傷患者の処置 

イ、災害拠点病院への患者の移送手配 

ウ、遺体の検案 

エ、医療救護活動の記録 

オ、その他、医療救護に必要な事項 

(3) 運営 

ア、市は、発災後速やかに救護病院と連絡を取り、その状況を把握する。また、救護病院の管理

者は、発災後速やかに院内の状況を把握し、その内容を県医療情報システムに入力するととも

に、予め病院ごとに定めた地震防災応急計画等に基づく医療救護活動を開始するものとする。 

 イ、市は、救護病院が医療救護活動を実施する場合において、必要な支援を行うものとする。 

 ウ、救護病院としての開設期間は、災害救助法が適用された場合は、同法の適用期間（原則とし

て発災日を含め 14日間）とし、その他の場合は、災害の規模及びその程度に応じて市がその期

間を定める。 

(4) 資器材等 

救護病院で使用する資器材等は救護病院が現に有するものを使用するほか、必要な資器材等に

ついて市は予め救護病院の管理者と協議して整備するものとする。 

 (5) 歯科 

   歯科領域の患者のうち、救護所では対応できない患者については、富士市歯科医師会館におい

て処置を行うものとし、その運営等に関しては救護病院の取り扱いに準じるものとする。 

 

５．傷病者等の搬送 

(1) 傷病者を、被災現場等から救護施設へ搬送する場合は、自主防災組織及び市民等により行うこ

とを原則とする。 

(2) 重傷患者を、救護所から救護病院へ搬送する場合は、市消防救急隊及び、市の要請に基づき静

岡県タクシー協会富士・富士宮支部がこれにあたるほか、別に定める緊急輸送計画に基づき実施

するものとする。 

 

６．情報の収集伝達 

 (1) 市は、発災後直ちにあらゆる手段を講じ被害状況等を収集・整理する。 

 (2) 市は、救護所が開設されたことを確認した場合には、直ちに同報無線、防災メール等により市

民に広報する。 

 (3) 市は、救護所、三師会本部及び救護病院との間で電話、ＦＡＸ等通常の連絡方法のほかＭＣＡ

無線、防災メール、同報無線、広報車、直接訪問等の方法により必要な情報について伝達、共有

するものとする。 
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７．飲料水及び食料等の供給 

救護施設に対する飲料水、食料及び燃料等の供給については、別に定めるものとする。 

 

８．医薬品等の調達 

(1) 救護施設において、医薬品、医療資器材等の医療救護物資が不足した場合は、市に調達・斡旋

を要請し、医薬品卸業者、市薬剤師会及び県災害対策支部等から調達・斡旋を図るものとする。 

(2) 救護施設において、輸血用血液が不足した場合は、市を通じて県災害対策支部に調達・斡旋を

要請する。 

(3) 支援物資等外部から医薬品が市に供給された場合、その分別が必要な場合は、市は市薬剤師会

に会員の派遣を要請するものとする。 

 

９．特殊な治療を必要とする救急患者等の対応 

(1) 市は、人工透析等医療の中断が致命的となる患者への対応及び助産が必要となる者への対応に

ついて、予め関係機関と協議し医療救護体制について必要な措置を講じておくものとする。 

(2) 人工透析患者に関する医療救護は、富士市透析防災ネットワーク内の透析施設で行う。 

(3) ストレスにより情緒不安定の症状が認められる者等精神科領域の医療救護は、救護病院のうち

から市が指定した病院で行うものとする。 

(4) 日常的に発生する救急患者は、本計画に基づき対応するものとする。 

 

10．その他、医療救護活動について必要な事項 

(1) この計画に基づき医療救護活動を行った場合に要する実費弁償、扶助金及び医療事故等につい

ては、別に定める協定等に基づき対応する。また救護病院についても同様の扱いとする。 

(2) 県内外の医療機関等から支援のための医療スタッフが派遣された場合は、災害拠点病院へ直接

派遣される場合を除き、三師会本部と協議の上、市災害対策本部がその配置場所を決定するもの

とする。 

(3) 市は、平常時から市民に対し災害時の医療救護体制やトリアージなどについて十分啓発を図っ

ていくものとする。 

(4) その他、医療救護活動に必要な事項は、市及び富士市三師会並びに救護病院等関係機関と協議

して定めるほか、富士市地域防災計画・地震対策編・第４章地震防災応急対策及び第５章災害応

急対策の各章に基づき対応するものとする。 
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1 吉原第一中学校 永田北町7-1 吉原・伝法 52-0160 52-0161 128 中校舎棟１階 南校舎１階防災倉庫

2 吉原第二中学校 今泉1955 今泉・青葉台 51-1115 51-1116 143
南校舎棟１階
北校舎棟１階

プール南側
医療用倉庫

3 岳陽中学校 伝法630 広見・丘 71-7955 71-7919 129
特別教室棟
１・２階

体育館南側
医療用倉庫

4 吉原北中学校 原田2259 
富士見台
神戸・吉永北

21-0280 21-0287 144 北校舎棟１階
北校舎北側
医療用倉庫

5 元吉原中学校 鈴川中町28-1 元吉原 33-0065 33-0809 130 重層体育館１階
体育館１階
柔道場横器具庫

6 須津中学校 中里1156 須津・浮島 34-0144 34-0143 131 重層体育館１階
南校舎北側
中庭内医療用倉庫

7 富士市立高校 比奈1654 吉永 34-1024 38-3223 132 重層体育館１階
体育館２階アリーナ南器
具庫（一部校舎北側ト
レーニングルーム）

8 吉原第三中学校 比奈2126 原田 34-0868 34-0869 133 重層体育館１階
体育館南側
医療用倉庫

9 大淵中学校 大淵2920 大淵 35-0021 35-0623 134 重層体育館１階 東校舎２階倉庫⑥

10 富士中学校 中島320
富士駅北・
富士北

61-1390 61-1391 140 重層体育館１階
プール南側
医療用倉庫

11 富士南中学校 森島550
富士駅南・
富士南

61-2084 61-2080 135 重層体育館１階
体育館２階
ステージ横控室
医療用倉庫

12 田子浦中学校 中丸411 田子浦 61-0534 61-5204 136 重層体育館１階
校舎３階相談室
医療用倉庫

13 岩松中学校 松岡2353-1 岩松・岩松北 61-0931 61-0822 137 重層体育館１階
体育館北側吹抜
階段下医療用倉庫

14 鷹岡中学校 久沢713 鷹岡・天間 71-3354 71-3375 138 重層体育館１階
中校舎１階
医療倉庫

15
富士川まちづくり
センター

岩淵137-1 富士川 81-1111 81-1113 139 センター分館 分館内倉庫

16 松野学園 北松野1963-6 松野 85-2005 85-2016 141 重層体育館１階
体育館１階北側
医療用倉庫

医 療 救 護 所 一 覧 表

№ 救 護 所 名 所 在 地
担　当
地区班

電話 ＦＡＸ
ＭＣＡ
無線

施設内
使用箇所

医療資機材
配備場所

1
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電話（平時） FAX（平時）

電話（災害時） FAX（災害時） 一般 療養 精神 その他 合計

52-0780

52-0781

電話（平時） FAX（平時）

電話（災害時） FAX（災害時） 一般 療養 精神 その他 合計

73-1919

090-8138-3066

電話（平時） FAX（平時）

電話（災害時） FAX（災害時） 一般 療養 精神 その他 合計

※ 平常時の許可病床数は、静岡県病院名簿（令和3年4月1日現在：静岡県健康福祉部医療健康局医務政策課）による。

　

　

（特殊病院）特殊病院は、精神科領域及び心のケア等に対応する。

高島町50 52-1131 51-7077 033

救 護 病 院 一 覧 表

№ 病院名 所 在 地
ＭＣＡ
無線

衛星電話
（参考）平常時の許可病床数（※）

備考

3 聖隷富士病院 南町3-1 52-5837 119
080-

1567-9983

災害拠点病院

2 共立蒲原総合病院
中之郷
2500-1

81-2211

16 5201 市立中央病院

151 151

81-2208 034
090-

5853-2824
175 92

090-
5853-2804

504

267

5 川村病院 中島327 118
080-

1567-9969
76

080-
2664-6512

106 1064 富士整形外科病院 錦町1-4-23 51-3751 51-1540 122

7664-7806

（参考）平常時の許可病床数（※）

9 芦川病院
中央町
2-13-20

52-2480 54-1103 117
090-

7031-1032
39

61-4050

（支援病院）主に救護病院での処置、治療後の収容及び経過観察を行う。

備考

60 99 支援病院

支援病院

支援病院

№ 病院名 所 在 地
ＭＣＡ
無線

衛星電話

080-
1591-7090

208 2086
湖山リハビリテー
ション病院

大淵405-25 36-2000 36-2570 123

080-
2631-8168

104 102 2067 新富士病院 大淵3898-1 36-2211 36-2343 124

197 197 支援病院8 富士いきいき病院 天間1640-1 73-1916 125
080-

2659-0191

151

備考

10 大富士病院 中野249-2 35-0024 35-0028 121 -

№ 病院名 所 在 地
ＭＣＡ
無線

衛星電話
（参考）平常時の許可病床数（※）

特殊病院160 160

182 特殊病院

特殊病院

12 聖明病院 大淵888 36-0277 35-3192 127 -

-

182

11 鷹岡病院 天間1585 71-3370 71-0853 126 151
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基幹施設

40床

23床

50618床

基幹施設

130床

97床

基幹施設

6 東名富士クリニック 伝法177-1 505

4

5 富士第一クリニック

新富士病院

3 聖隷富士病院

22-6530 32-6536

52-0780

伝法560 502

大淵3898-1 36-2211 36-2343

23-1100 21-7577

南町3-1 52-5837 503

504

7 加藤クリニック 吉原4-10-16 53-0280 53-0433

災害拠点病院

2 共立蒲原総合病院 中之郷2500-1 81-2211 81-2208 507

1 市立中央病院 高島町50 52-1131 51-7077 5019床

25床

透 析 施 設 一 覧 表

№ 病院名 所 在 地
ＭＣＡ
無線

備考透析ベッド数電話 FAX

5088 もといちば内科クリニック 本市場町906 61-6111 61-6112 30床
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医　療　機　関　名 管理者 所在地 電話 診療科目

1 青葉クリニック 鈴木　勝己 一色１２８－１ 22-6000 小・内・リハ

2 秋山医院 秋山　欣丈 富士岡１４５５ 34-0075 外・胃・内・皮・肛

3 秋山小児科医院 秋山　美博 青島町２５４ 52-1904 小・ア・放

4 朝岡眼科医院 朝岡　聖子 今泉３－１０－５ 52-0745 眼

5 芦川病院 芦川　英信 中央町２－１３－２０ 52-2480 胃・内・循・外・整・眼・肛・リハ

6 阿部眼科医院 阿部　素郎 柚木３１４ 61-5810 眼

7 荒井整形外科医院 荒井  毅 本市場新田６１－９ 65-8150 整・リウ・リハ・麻

8 あらたじまあいここクリニック 中塚　哲三 荒田島町６－２５ 55-2221 心内・精

9 安どうクリニック 安藤　亨 五貫島６９ 30-8181 外・内・消・肛・放

10 飯泉ファミリークリニック 飯泉　哲哉 今泉１－１３－２９ 53-1516 小・内・ア

11 池辺クリニック 池邊　紳一郎 川成新町２５０ 65-0250 神内・内・リハ

12 石原クリニック 石原　伸一 今泉２０２２－１２ 55-2121 消・外

13 いそえ脳神経外科クリニック 磯江　士朗 松富町５１－１ 62-1000 脳外

14 磯部クリニック 磯部　俊一 川尻１９３ 38-3910 外・内・小・整・胃・放

15 井手内科医院 井手　潔 松岡１１５７ 61-9155 内・胃・呼・循・放

16 犬塚内科医院 犬塚　有紀 富士見台６－３－３ 21-3481 内・小・放

17 岩科内科医院 岩科　通 本市場町１０６０ 64-4750 内・小

18 うみひろキッズ・アレルギークリニック 海野　浩寿 松岡１２１３－１ 63-4970 小・ア・内

19 梅原クリニック 梅原　靖彦 森島４２３－１ 66-2411 消・外・内・肛

20 海野眼科医院 海野　貴光 松岡４０２－１６ 30-6260 眼

21 海野皮フ科医院 海野　公成
松岡６９５－１
 海野ﾋﾞﾙ１Ｆ

65-0303 皮

22 遠藤クリニック 遠藤　徹 神谷５２７－１ 34-0048 内・消・胃・小

23 遠藤内科医院 遠藤　繁 緑町２－１２ 52-6460 内・呼・ア・循

24 大富士病院 窪田　博 中野２４９－２ 35-0024 精・神・内

25 小川小児科内科医院 小川　雅久 中野５６８－４ 36-0321 小・内・ア

26 おぎの整形外科 荻野　透 厚原１３０６－９ 73-1110 整・リハ・リウ

27 岳南医院 杉浦　宜樹 横割４－２－１７ 61-2360 内・循・呼・小・リハ

28 樫村胃腸科外科 樫村　弘隆 柚木１６７－３ 63-8881 胃・外・麻

29 勝又医院 勝又　秀樹 荒田島町６－１ 54-2228 内・小・循

30 加藤医院 加藤　昌久 比奈１６１３ 34-0011 眼・内・小

31 加藤医院　吉原分院 加藤　有紀子 中央町１－９－１３ 57-3000 眼

32 加藤クリニック 加藤　伸之輔 吉原４－１０－１６ 53-0280 内

33 かとう整形外科クリニック 加藤　努 松岡７０４－１ 67-6677 整・リハ

34 金指医院 金指　公也 中之郷８１４－６ 81-0020 外・内・麻

35 かみで耳鼻咽喉科クリニック 上出　洋介 伝法２４３３－４ 53-3321 耳・気

36 かわぐち整形外科 川口　慶 水戸島１２０－３ 63-1110 整・リハ・リウ

37 かわむらこどもクリニック 河村　研一 米之宮町２１１ 65-0050 小・ア

38 川村病院 川村　雅彦 中島３２７ 61-4050 胃・外・肛・整・麻

39 キタザトクリニック 渡邊　一 厚原字八笠１９４１－３ 72-5000 消・外・内・肛

40 木村内科医院 木村　昭洋 横割１－１－２１ 61-2478 内・循・呼・消・小

41 喜山整形ハーブクリニック 喜山　克彦 五貫島６９ 32-6677 整・リハ・漢

42 共立蒲原総合病院 宮本　康裕 中之郷２５００－１ 81-2211
内・消・循・呼・外・肛・皮・整・
小・脳外・リハ・泌・産婦・耳・放

43 久保田内科クリニック 久保田　敏彦 五味島２７６－２ 60-7070 内

44 窪田レディースクリニック 窪田　尚弘 平垣１００－６ 65-7077 産・内

45 源太坂クリニック 土屋　匠 今泉９－７－８ 57-5775 内・循・呼・消・放

46 幸治小児科医院 幸治　淳 鷹岡本町４－３０ 71-3643 小

47 ごとう泌尿器科クリニック 後藤　博一 荒田島町９－２４ 54-1771 泌

48 こどもクリニック中山医院 中山　豊明 瓜島町１０４－３ 52-0265 小・内

49 小林医院 小林　聖明 今井１－１－２１ 33-0660 内・小・胃

50 小松クリニック 小松　勝利 伝法１９８９－６６ 57-5225 内・胃・外

51 小森眼科クリニック 小森　雅彦 伝法中原５６４－４ 21-0333 眼

52 こもれびクリニック 鈴木　康将 松本３１３－２５ 62-8555 胃・肛・外・内・リハ

医　療　機　関　一　覧　表



資料５－２

医　療　機　関　名 管理者 所在地 電話 診療科目

53 湖山リハビリテーション病院 諸岡　暁 大淵４０５－２５ 36-2000 内・リハ

54 さくらが丘クリニック 髙木　壯彦 中野５２７－２７ 36-2866 循・内・呼・消・小

55 里和耳鼻咽喉科医院 里和　一仁 伝法１４６ 23-1133 耳

56 佐野医院 佐野　義夫 蓼原８６５－１ 61-1095 内・小

57 佐野胃腸科外科医院 佐野　勝英 中野２５８－４ 35-5566 外・胃・消・肛・内

58 佐野整形外科医院 佐野　義紀 天間１３４９－６ 71-6200 整・リハ

59 清水内科医院 森田　敏宏 比奈１２９６－１１ 34-0512 内・ア

60 しんふじ耳鼻咽喉科クリニック 中嶋　美帆 川成新町３７５－２ 65-0600 耳

61 新富士病院 木島　金夫 大淵３８９８－１ 36-2211 内・神内・整・皮・リハ・麻

62 杉浦眼科 杉浦　毅 川成新町２２ 65-8500 眼

63 鈴木整形外科医院 鈴木　恒文 宇東川東町２－５ 52-2213 整・外・皮・リハ

64 鈴木内科医院 鈴木　淳 伝法３０７５－１ 52-3736 内・呼・循

65 するがホームクリニック 齋藤　勝也
吉原２－５－２
本三ビル１０１

30-6130 内・消

66 聖明病院 古川　愛造 大淵８８８ 36-0277 精・神・内

内・呼・循・消・小・外・整・泌

肛・リハ・放・麻

68 瀬尾小児科内科医院 瀬尾　究 八幡町４－３３ 64-2189 小・内・ア

69 せきクリニック 関　　暢彦 伝法６５６－１ 73-2332 内・外・肛・胃・消

70 たかいクリニック 髙井　計弘 高嶺町４－１０ 57-6600 内・泌・皮・外・リハ

71 鷹岡病院 髙木　啓 天間１５８５ 71-3370 精・神・心内

72 高木内科循環器科医院 高木　茂人 中里９３４－４０ 34-2755 内・循

73 たかひろ耳鼻咽喉科医院 渡邉　高弘 宮島１８３－１ 66-5100 耳

74 武田産婦人科医院 武田　修 宮島３３０－７ 63-5122 産・婦

75 武田ハートクリニック 武田　博 宮島８８-１０ 66-3161 循・内・小

76 田子浦クリニック 西島　一典 中丸１２９－１ 65-3011 内・小

77 たなかメディカルスクエア 田中　圭 津田町１８３ 55-0188 循･内・外

78 田辺整形外科医院 田邊　登崇 本市場町９９６ 61-8410 整・形・リハ

79 たむらレディースクリニック 田村　和司 米之宮町２５０ 65-7777 産・婦

80 中央公園クリニック 窪田　幸久 平垣本町１３－１５ 61-2102 心内・精・神

81 中央町こどもとアレルギークリニック 田島　巌 中央町１－２－２ 53-8639 小・ア

82 月岡医院 月岡　佳久 国久保２－７－７ 52-7751 内・小・皮

83 土屋医院 土屋　厚子 吉原３－１０－１０ 52-0559 内・小・放

84 つちや耳鼻咽喉科医院 土屋　智 厚原５８９－３ 30-8003 耳

85 トータルファミリーケア北西医院 北西　史直 本市場１４８－１ 61-0119 内・小・婦

86 東名富士クリニック 奥   哲治 伝法１７７－１ 22-6530 透析

87 戸田整形外科 戸田　保弘 入山瀬７１０－１ 73-2200 整・リハ・リウ

88 とみ皮膚科クリニック 川村　都美 石坂６８－８ 51-1030 皮

89 Ｔｏｍｏｈｉｋｏクリニック 瀬戸口　智彦 柳島２－６ 60-2400 消内・外

90 どんぐり診療所 安田　寛二 厚原２２１１－３ 32-9933 小

91 なかじま眼科 中島　拓矢 入山瀬９５５－５ 72-0011 眼・麻

92 中島産婦人科医院 中島　邦宣 青島町１６０ 51-4188 産・婦

93 中西眼科クリニック 中西　史憲 中野４２９－８ 36-1800 眼

94 中西小児科クリニック 野田　洋子 中野４２９－８ 36-1101 小

95 中根クリニック 清水　千枝 一色４９５－１ 21-7520 外・胃・内・肛・皮

96 永田町クリニック 松田　壽夫 永田町２－６２ 53-8955 内・消・外

97 長野医院 長野　斗志克 柚木２４２－１ 60-7100 産・婦・小・眼

98 のばなクリニック 山﨑　賢士 入山瀬522-10 67-2520 内・リウ

99 野村クリニック 野村　郁男 中島７９－１ 32-8159 内・呼

100 長谷川産婦人科医院 長谷川　瑛 吉原５－３－１８ 53-7575 産・婦

101 長谷川耳鼻咽喉科医院 長谷川　剛 浅間本町１－４９ 30-8733 耳

102 花崎眼科医院 花﨑　秀敏 青葉町３８ 66-0100 眼

103 原内科クリニック 原　　清 松岡６７６－１ 61-0988 内

104 秀村外科内科医院 秀村　立五 北松野１３２８－６ 85-2211 内・下・消・放

105 ひなたクリニック 日向　真一 森島１０５－１ 66-3150 内・小

106 日乃出ごとう内科クリニック 後藤　哲男 日乃出町１８０ 55-1510 内・腎内

107 平野医院 平野　眞彦 厚原６４ 71-6611 内・循・胃

52-078067 聖隷富士病院 小里　俊幸 南町３－１

資料５－２

医　療　機　関　名 管理者 所在地 電話 診療科目

108 広川内科クリニック 広川　雅彦 今泉３１２０－３ 23-0505 内・消

109 富士足・心臓血管クリニック 花田　明香 浅間本町１－４３ 54-0357 血外・形・循・内

110 富士いきいき病院 田中　博 天間１６４０－１ 73-1919 内・循・神内・消・整・リハ

111 富士健診センター 森　壽生 柚木３９２－５ 64-4421 内・胃・循・放

112 富士在宅診療所 新井　隆康
本市場新田３２－５
STビル１F

63-6939 内・心内・老精

内・精・神・呼・消・循・小・外

整・形・脳外・心外・皮・泌・産

婦・眼・耳・リハ・放・麻

114 富士スキンクリニック 遠藤　嵩大 水戸島３０７－１ 32-7166 皮・美容・アレ

115 富士整形外科病院 渡邉　英一郎 錦町１－４－２３ 51-3751 整・内・リハ

116 富士第一クリニック 中村　一賀 伝法５６０ 23-1100 内

117 ふじの町クリニック・健診センター 河合　秀彦 富士町１２－１２ 32-7711 内・脳外・神内・リハ・漢内

118 富士見大通り皮膚科 八木　菜穂子 川成新町３７６－２ 62-1788 皮

119 富士メンタルクリニック 山本　孝 本町１－２－２０１ 64-7655 精・神・心内

120 富士レディースクリニック 佐藤　真一 原田２２５４－１ 21-1111 産・婦

121 船津クリニック 船津　雅幸 川成新町２９５ 65-7272 婦

122 べっぷ腎・泌尿器クリニック 別府　正典 松富町５１－２ 66-3388 秘・腎内

123 北條整形外科医院 北條　博 依田原町８－１ 52-1868 整

124 まつうらクリニック 松浦　裕 松岡１３５９－１ 64-2255 内・消

125 松野こどもクリニック 堀場　映子 南松野２６８４－６ 85-0555 小

126 みずき皮膚科クリニック 原　みずき 松岡６７５－１ 60-8880 皮・形

127 三日市整形外科 田中　俊也 浅間本町３－２２ 54-3311 整・リハ

128 みやかわ内科外科クリニック 宮川　朗 広見本町２－４０ 23-3800 内・外・肛・消・リハ・胃

129 宮﨑クリニック 宮﨑　裕 松岡３００－１５ 66-3731 内・消・産・婦

130 宮沢内科医院 宮沢　正行 中之郷７２９－１ 81-3211 内・小・放

131 宮下医院 宮下　哲平 平垣本町４－１ 61-0376 外・内・胃・肛・麻

132 望月医院 望月　衛 厚原７５５－４ 71-3392 内・循・小

133 もといちば内科クリニック 内田　光一 本市場町９０６ 61-6111 循・糖・腎・透

134 ももはクリニック石坂 安永　剛 石坂４２０－１ 22-0800 内・整・脳・リハ

135 柳沢クリニック 柳澤　宗利 伝法５７４－７ 21-8788 泌・外・内・放

136 山崎医院 山崎　聖二 厚原６７５－３ 71-3315 外・胃・内

137 山城メディカルクリニック 山城　敬史 松本５１－１３ 30-7222 内・消・肛・外

138 山田医院 山田　秀生 中央町１－２－６ 55-3100 内

139 山本眼科クリニック 山本　俊一 石坂４５１－５ 21-0069 眼

140 山本康孝循環器内科・内科クリニック 山本　康孝 今泉５－１２－１５ 55-0101 循・内

141 横割皮ふ科クリニック 高橋　靖幸 横割３－１０－８ 65-4112 皮

142 吉見整形外科 吉見　秀一 増川４４４－１２ 39-1139 整・リ

143 よねのみやクリニック 望月　美和 米之宮町１３８ 30-9029 心・精

144 米本皮フ科医院 米本　広明 瓜島町３２ 32-7111 皮

145 ロゼにじいろクリニック 坂上田あずみ 蓼原町１６０５ 61-2416 心・精

146 渡辺医院 渡邉　康行 吉原５－１－１５ 52-0340 外・内

147 渡辺クリニック 渡邉　正規 原田２２４８ 22-1500 小・内・眼

148 わたなべ耳鼻咽喉科医院 渡邉　靖夫 松岡４０８－５ 65-6787 耳

149 渡辺整形クリニック 渡邊　勉 川成島２０６－１ 61-0655 整・内・リハ

113 富士市立中央病院 児島　章 高島町５０ 52-1131
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吉原 1 植田歯科医院 植田恵実 吉原1-2-3 52-1204

2 かたおか矯正歯科医 院 片岡　護 吉原2-6-3 52-0321

3 斉藤歯科医院 斉藤欽也 矢崎勇匡 吉原4-7-22 53-1116

4 後藤歯科医院 後藤恭徳 吉原4-9-13 52-0834

5 鈴木歯科医院 鈴木征一 吉原4-18-9 52-0876

6 杉山歯科クリニック 杉山　壽 依田原町3-2 51-5120

7 加藤歯科医院 加藤　勉 加藤よしみ 御幸町13-6 53-7562

8 山田歯科医院 山田　明 御幸町3-3 52-8218

9 秋元歯科医院 秋元隆宏 中央町2-1-12 52-4809

10 吉原歯科医院 子上克巳 国久保3-2-10 51-0345

11 片岡歯科医院 片岡靖長 片岡靖景 高嶺町10-3 52-5603

12 大松歯科医院 大松　高 高島町29 53-8170

13 東海歯科医院 渡辺恵子 渡辺　聖 青島町174 1 53-1147

14 やしき歯科医院 屋鋪暢彦 永田町2-28-2 54-1108

15 小沢歯科医院 小澤利雄 永田北町6 21 57-6677

16 図書館前歯科 臼井五郎 中央町3-9-28 55-1050

17 よしの歯科医院 吉野将一郎 錦町1-15-25 57-1188

18 ふじ歯科口腔外科クリニック 勝山直彦 南町4-2 67-0018

伝法 19 秋庭歯科・矯正歯科医院 秋庭正幸 秋庭　悟 浅間上町13-41 52-3712

20 小川歯科医院 小川　淳 浅間本町6-10 57-4793

21 むらかみ歯科クリニック 村上和也 日乃出町23 5 51-1051

22 坂田歯科医院 坂田貴彦 伝法2646-1 52-7401

23 渡辺矯正歯科医院 渡辺斎数 伝法2820ｰ3 57-5123

24 富士市歯科医師会館 伝法2850-3 53-5555

25 中央病院歯科口腔外科 井出正俊 高島町50 52-1131

今泉 26 片岡歯科医院 片岡俊夫 今泉2059-20 51-5170

27 庵原歯科医院 庵原義明 今泉1-11-36 52-5506

28 よねやまクリニックよねやま歯科 米山寿一 米山則子 今泉1-11-8 52-0275

29 斉藤歯科医院 斎藤充良 一色210-1 21-0185

30 ふなやま歯科クリニック 船山祐太 一色196-50 67-7522

富士見台 31 窪田歯科医院 窪田一彦 富士見台6-3-2 21-8773

大淵 32 小野歯科医院 小野恒光 大淵2863-3 36-1588

33 ヒロ歯科医院 堀池豊博 大淵3119-11 35-6480

34 あきやま歯科 秋山順史 中野175-6 35-6800

35 木村歯科医院 木村東二 木村房子 中野616-2 36-1555

神戸 36 望月歯科医院 望月勝仁 神戸736-1 21-7112

37 石井歯科医院 石井弘二 神戸字島原15-2 21-8888

原田 38 鈴福歯科医院 鈴木康弘 原田401-8 53-0130

歯科医師

応急歯科診療機関

青葉台
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地区 医療機関名 所在地 電話番号歯科医師

吉永 39 鈴木歯科医院 鈴木雅博 比奈1496-2 34-0149

40 荻野歯科医院 荻野俊彦 富士岡1462 38-0107

元吉原 41 尾崎歯科医院 田坂誠吾 鈴川町6-6 33-0416

42 石塚歯科医院 石塚泰也 鈴川町9-28 32-1778

43 鈴川鈴木歯科医院 鈴木光紀 鈴川本町8-14 33-0059

須津 44 土屋歯科医院 土屋英久 中里247-20 38-2832

45 鈴原歯科医院 鈴木　聡 中里2556-4 32-0606

46 加藤歯科医院 加藤　孝 増川新町125 34-7777

丘 47 マキノ歯科医院 槇野惠司 厚原594-2 71-6432

48 あつはら秋庭歯科クリニック 秋庭　恵 厚原1319-10 72-6707

鷹岡 49 こぐれ歯科医院 木暮昌平 木暮昌卓 厚原1427-21 71-6683

50 渡辺歯科 渡邉久德 久沢229-1 71-6600

51 三仁会　鈴木歯科医院 鈴木計将 久沢543 71-0648

52 植松歯科医院 植松義宣 鷹岡本町2-1 71-8395

53 医療法人社団井出歯科医院 井出明邦 入山瀬2-3-76 71-5725

54 幸治デンタルクリニック 幸治　亮 入山瀬933-1 72-2648

天間 55 富士根歯科医院 佐野　勇 佐野勇基 天間1321の1 71-5765

56 てんま歯科 鈴木親良 天間535-15 73-1418

広見 57 医療法人社団　神谷歯科クリニック 神谷隆裕 今泉3983の14 23-1616

58 小池歯科医院 小池裕史 石坂84-3 51-5600

59 コスモ歯科医院 北條正太郎 大淵174-16 21-0102

富士駅北 60 和田歯科クリニック 和田寿夫 平垣本町6-41 64-6664

61 若月歯科医院 若月信彦 富士町7-13 64-3875

62 宮本歯科 宮本晃宏 富士町14-3 61-6464

63 吉田歯科クリニック 吉田高稔 富士町16-18 64-6066

64 元町歯科医院 金刺宏泰 元町12-27 61-8885

65 あおぞら歯科 西澤　隆 元町18-6 65-6777

66 小山矯正歯科クリニック 小山　哲 元町19-1 63-7771

67 近藤歯科医院 近藤正明 平垣140-2 64-4440

68 かわむら歯科クリニック 川村武寛 中島314-1 32-6000

69 清水歯科 清水喜一郎 岸田保世 加島町2-12 64-2902

70 太田歯科医院 太田雄介 加島町4-1 63-1312

71 長谷川歯科医院 長谷川英生 本市場158-1 61-0529

72 飯田歯科医院 飯田　修 本市場町718 64-5766

73 塔の木歯科医院 植松正孝 蓼原22 61-1184

74 植松秀紀歯科医院 植松秀紀 蓼原64-2 61-8148

75 武田デンタルクリニック 武田純一 松本372-8 67-3663



資料５－３

地区 医療機関名 所在地 電話番号歯科医師

富士北 76 ホシナ歯科クリニック 保科友康 中島458-7 62-1177

77 ごとう歯科 後藤宏徳 中島496-5 60-5775

78 遠藤歯科医院 遠藤裕康 松本137-1 63-3910

田子浦 79 中澤歯科医院 中澤啓介 宮島112-2 60-6480

80 はじめ歯科 望月　啓 宮島983-2 65-8811

81 やまざき歯科クリニック 山﨑敏孝 川成新町273 63-4618

82 秋庭歯科医院たごのうら 秋庭　成 中丸196-8 60-6058

富士駅南 83 マコト歯科医院 五十嵐　誠 水戸島2-23-5
65-2515

84 望月歯科クリニック 望月雅敏 水戸島110-5 62-0901

85 大内歯科医院 大内仁之 横割1-5-7 60-3718

86 秋庭歯科矯正歯科クリニック 秋庭正長 秋庭　恭 横割1-19-15 61-2198

87 北條歯科医院 北條秀美 横割6-9-39 61-3768

富士南 88 水上歯科医院 水上美郎 宮下97-8 60-2122

89 影山歯科 影山　基 森島434-3 64-6464

90 渡井デンタルクリニック 渡井敏章 五貫島78 2 64 3400

91 志田歯科医院 志田　剛 松岡1359-2 63-7755

92 鈴木歯科クリニック 鈴木智昭 松岡362-5 64-5455

93 久保田歯科医院 久保田裕子 松岡991 61-0935

94 富士こばやしおとなこども歯科 小林大介 松岡654-1 30-8224

95 西村歯科医院 西村隆久 西村将吾 岩本102-1 64-2211

96 大塔歯科クリニック 大塔羽伺明 松岡346-5 63-6363

97 はせがわ歯科医院 長谷川幸生 岩本132-15 65-6600

富士川 清水 秋庭歯科医院 秋庭　裕 中之郷1229-2 81-0121

清水 立花歯科医院 立花　忍 岩淵763-1 81-0057

清水 望月歯科医院 望月浩幸 岩淵970-2 81-2248

松野 98 上野泰治歯科診療所 上野泰治 上野直記 南松野2533 85-0300

99 尾崎歯科医院 尾崎まゆみ 小川貴雄 北松野1837-1 85 2028

（注）原則として全歯科診療機関が対応するものとするが、上記診療機関を主要診療機関とする。

岩松

岩松北
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所　在　地 電　　話 品　　　目

中 北 薬 品 ㈱ 富 士 支 店  伝法５７２－３  ２１－００８１

アルフレッサ㈱富士支店  伝法９８０－１  ７２－０３１１
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　　医薬品
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 所在地：富士市伝法字杉の木2850-3　 令和7年3月31日現在

類別 Ｎｏ 品　　　　　　　名 規　　　　　格 備蓄数量 単 位
1 脱脂綿 500ｇ 60 個
2 ワンショットドライ55g 4cm×4cm×160枚×15袋 4 個
3 清浄綿 8㎝×8㎝×100包 30 個
4 カット綿　　　 100ｇ 150 個
5 ＴＭカップ入綿球Ｓ20-5-20個 Ｓカップ　5球×20個 12 個
6 救急絆創膏 100枚入 50 個
7 シロバンNO12 12mm×5ｍ 50 個
8 大学ガーゼＢ 30㎝×30㎝×150枚入 20 個
9 ソフトガーゼ 30㎝×15㎝×200枚入 30 個
10 ガーゼ 3ｍ(10包×10) 3 個
11 ホータイ５裂 5.6×9 ｍ×20本入 5 個
12 ホータイＰ反巻３裂 9.3㎝×9m×10本入 10 個
13 ホータイＰ反巻３裂 3裂×9m×10本入 10 個
14 ホータイＰ反巻４裂 4裂×9m×10本入 10 個
15 伸縮ホータイ 5 ㎝×9 ｍ ×10本入 15 個
16 伸縮ホータイ 7.5 ㎝×9 ｍ ×10本入 15 個
17 非伸縮ホータイ 7.5cm×4.5m×200本入 1 個
18 アミホータイ２号 25ｍ手･手首･足首 10 個
19 アミホータイ３号 25ｍ　肘･腕･足 10 個
20 救急ホータイ小　 1.8 ｍ 20 個
21 三　角　巾 105×105×250枚 入 1 個
22 三　角　巾 105×105×250枚 入 1 個
23 三　角　巾 特大 250入 1 個
24 副　木 ５本組 7 個
25 サージカルマスク 50枚 48 個
26 サルバＬＬＤ フラットタイプ10枚入 20 個
27 サルバ安心ＷフィットＭ テープタイプ10枚入 8 個
28 サルバ安心フィットM 12枚 8 個
29 サルバ安心ＷフィットＬ テープタイプ9枚入 8 個
30 グーン初めての肌着（オムツ）Ｓサイズ 84枚入 8 個
31 グーン初めての肌着（オムツ）Ｍサイズ 66枚入 8 個
32 グーン初めての肌着（オムツ）Ｌサイズ 54枚入 8 個
33 グーンすっきりスキップパンツ （ビックサイズ）　　36枚 6 個
34 サルバＤパンツしっかりガードＭ－Ｌ パンツタイプ9枚 6 個
35 エスマルヒ駆血帯 10㎝×4ｍ 2 個
36 マキロンS 75ｍL 40 本
37 ウィル・ステラVH 1L噴霧ポンプ付 10 本
38 消毒用エタノール 500ｍｌ 40 本
39 ５％ヒビテン液 50０ｍｌ 20 本
40 ショードックスーパー 100枚 30 個
41 精製水 500ｍｌ 120 本
42 サイリューム(化学ﾛｰｿｸ) 25本入 40 個
43 アルミックシート(救急ｼｰﾄ) 20枚入 50 個
43 メディラップブランケット モデルＭＷ－1002 35 枚
44 ニトリルグローブＰＦプロバンスブルー パウダーフリーＳ200枚入り 10 個
45 ニトリルグローブＰＦプロバンスブルー パウダーフリーＭ200枚入り 10 個
46 ニトリルグローブＰＦプロバンスブルー パウダーフリーＬ200枚入り 10 個
47 ドライシャンプー 200g 72 個
48 防災用懐中電灯 １個 1 個
48 LED折りたたみランタン １個 1 個
49 コンテナ 54 Ｌ 10 個
50 消　火　器 蓄圧式ABC粉末消火器　10型 1 本
51 除　湿　器 １台 1 台
52 スチール机・椅子 １個 1 個
53 防水シート（ブルーシート） 3.6m×5.4m 4 枚

医薬品等備蓄センターの備蓄状況
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富士市医師会災害時医療救護体制要綱 

一 般 対 策 編 

 

１．医療救護計画策定の目的 

この計画は、富士市並びに隣接において、個々の医療機関の診療機能で初期対応できる範囲の災

害事故（風水害・大火災等）が発生した時、市民の医療救護活動が効果的、かつ円滑に行えるよう

にするため、会員の緊急医療救護体制整備事項を定めることを目的とする。 

 

２．災害救護対策本部設置 

（1）富士市長、富士警察署長、富士市消防長、その他（以下「市長等」という。）より医療救護活

動の要請があった場合、富士市医師会長は富士市医師会員（以下「会員」という。）に対し要請

を伝達し、直ちに富士市医師会災害救護対策本部（以下「本部」という。）を設置する。 

（2）発災初動時の市長等からの要請に当たっては、平日（午前８時 30分～午後５時）は富士市医

師会事務局へ通報する。また、土日・休日・夜間は富士市医師会長（但し、不在の場合は副会

長又は本部要員）へ通報する。 

（3）本部は、医療救護活動の状況を収集把握するとともに、必要な情報交換を市長と行い、また各

医療機関へも情報伝達し、その活動を統括する。 

（4）本部は、富士市伝法 2850 番地富士市医師会事務局内に置く。 

 

３．組   織 

（1）本部に本部長、副本部長、本部要員を置く。 

（2）本部長は富士市医師会長、副本部長は富士市医師会副会長とし、本部長事故あるときは副本部

長のうち1名を本部長に充てる。本部要員は理事若干名及び医師会事務職員とする。 

役職名 氏 名 所 属 電話 FAX 

本 部 長 望 月   衛 望 月 医 院 71－3392 71－3954 

副本部長 渡 邉 英 一 郎  富士 整 形外 科 病 院 51－3751 51－1540 

〃 日 向 真 一 ひな た ク リニ ッ ク 66－3150 66－3122 

〃 秋 山 欣 丈 秋 山 医 院 34－0075 38－3232 

本部要員 荻 野  透 お ぎ の 整 形 外 科 73－1110 73－1117 

〃 石 川 広 親 富 士 市 医 師 会 52－3111 52－3104 

〃 齋 藤 裕 也 〃 〃 〃 
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４．医療救護活動実施機関並びに実施要領 

（1）通常の診療時間内は対応可能な範囲で、各医療機関が医療救護活動を行う。 

（2）休日・夜間は救急医療センターで医療救護活動を行う。また、応援医師が必要な場合は、セン

ター又は本部より随時要請する。 

（3）各医療機関又は救急医療センターで対応できない場合又は収容を必要と認めた患者は、別記

の後方支援病院並びに予備病院へ転送する。 

 

５．通報及び報告 

（1）本部長は市長等からの医療救護要請を速やかに各医療機関に伝達し、医療救護活動の開始に

ついて要請する。 

（2）医療機関の責任者は、その地域における災害及び医療救護活動の状況を速やかに本部に報告

する。 

（3）本部長は各医療機関からの報告を統合整理し、富士市災害対策本部に報告するとともに、必要

に応じて各医療機関の責任者あて状況を報告する。 

（4）各医療機関は、災害救急患者の氏名等をできるだけ確認し、受傷状況及び治療内容等を記録す

る。また、患者の転送にあたっては医療機関名を記録し、本部に状況を報告する。 

 

６.救急医療資材 

（1）救急医療資材は、各医療機関の所有する資材をこれにあてる。 

（2）各医療機関の所有する資材を使用した場合には、災害救助法、災害対策基本法等の法令に基づ

く経費をもってこれにあてる。 

 

７．損害の補償 

（1）この要綱に基づく、出動時に係る損害補償については、災害時の医療救護協定に準じた損害の

補償をする。 

（2）前項の手続き及び関係官庁との折衝は富士市医師会長がこれを行う。 

 

８．補  則 

 その他この要綱に定めのない必要な事項は富士市医師会長がこれを別に定める。 

 

  附   則 

 本要綱は平成１３年４月１日より施行する。 
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 別  記 

 

 

 後方支援病院 

医療機関名 院 長 名 電  話 ＦＡＸ 

芦川病院 芦川 英信 ５２－２４８０ ５４－１１０３ 

川村病院 川村 雅彦 ６１－４０５０ ６４－７８０６ 

富士市立中央病院 児島 章 ５２－１１３１ ５１－７０７７ 

共立蒲原総合病院 宮本 康裕 ８１－２２１１ ８１－２２０８ 

聖隷富士病院 小里 俊幸 ５２－０７８０ ５２－５８３７ 

富士整形外科病院 渡邉 英一郎 ５１－３７５１ ５１－１５４０ 

 

 

 予 備 病 院 

医療機関名 院 長 名 電  話 ＦＡＸ 

大富士病院 窪田 博 ３５－００２４ ３５－００２８ 

湖山リハビリテーション病院 諸岡 暁 ３６－２０００ ３６－２５７０ 

新富士病院 木島 金夫 ３６－２２１１ ３６－２３４３ 

聖明病院 古川 愛造 ３６－０２７７ ３５－３１９２ 

鷹岡病院 髙木 啓 ７１－３３７０ ７１－０８５３ 

富士いきいき病院 田中 博 ７３－１９１９ ７３－１９１６ 
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し尿、ごみ処理及び防疫の実施計画 

 

１．地震発生後において、施設の稼動が可能と認められるまでの期間ごみの収集運搬、ごみ焼却炉の運

転及びし尿プラントの運転を休止するとともに、し尿運搬業者に対し営業の休止を申し入れる。 

 

(ｱ) ごみ焼却施設 

施 設 名 単  位 処理能力（公称） 

新環境クリーンセンター １日 ２５０t 

 

(ｲ) 収集車両台数 

種  別 積 載 量 台  数 計 

パッカー車 
３ｔ １１台 

１２台 
４ｔ １台 

平ボディートラック 

２ｔ ３台 

５台 ２tユニック １台 

４ｔ １台 

 

(ｳ) し尿処理施設 

施 設 名 単  位 処理能力（公称） 

クリーンセンターききょう １日 １８６kl 

 

(ｴ) し尿処理業者 

業 者 名 所 在 地 

車両台数及び処理能力 

大 型 車 

（３t以上） 

普 通 車 

（３t未満） 
総 能 力 

吉 原 衛 生 運 輸 ㈱ 伝法 2883-2 １０台 ２台 37.50t 

㈲ マ ツ ナ ガ 鈴川東町 8-9 ９台 ０台 27.80t 

㈱エイコウサービス 厚原 2022-1 ８台 ０台 36.27t 

 ㈲ 池 谷 企 業 中之郷 140 ２台 ０台  6.00ｔ 

 ㈲ 不 二 設 備 保 全 南松野 2819-5 ３台 ０台  9.00ｔ 

 ㈲ 蒲 原 工 業  静岡市清 水区 蒲原5011-69 ４台 ０台  12.00ｔ 

㈲由比環境保全センタ ー 静岡市清 水区 由比77-2 ２台 ０台  7.40ｔ 

㈲ 大 沼 興 業 静岡市清 水区 蒲原1-2 ２台 ２台  9.75ｔ 

 

２．防 疫 計 画 

(1) １班を２人組みとして 10班、20 名で防疫班を編成する。 

(2) 使用機器 

ア．動 力 二 兼 機    40 台（内 35 台は富士環境衛生自治推進協会が所有） 

イ．ダイナフォッグ    10 台（富士環境衛生自治推進協会が所有） 

ウ．そ の 他 

(3) 出動はトラック等の必要車両を確保する。 
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(4) 使用薬剤は、緊急に措置出来るように薬剤業者に備蓄薬剤の供給要請を行うと共に、不足する場

合は通常業務に使用する薬剤をもって対応する。 

 

 

 

 

 

斎場の名称、所在地及び処理能力 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

がれき、廃材等処理予定地 

 

 

名   称 所 在 地 
概算面積

(㎡) 

収容可能見
込容量(㎥) 

所有者及 

び管理者 
備考 

 吉原東公園建設予定地  今泉字共添地内    12,000      30,000  富 士 市  仮置場 

 富 士 川 緑 地 公 園  五貫島字八左衛門島地内   480,000   1,200,000  国土交通省  仮置場 

 大 渕 公 園  大淵字岩倉地内    40,150     100,375  富 士 市  仮置場 

富士川河川敷憩いの広場 中之郷地先 100,000 250,000 国土交通省 仮置場 

俵 石 スポ ーツ 広 場 南松野地先 7,500 18,750 国土交通省 仮置場 

 

名   称 所 在 地 連 絡 先 火 葬 炉 数 

富士市斎場 大淵2588番地の１  ３６－０２５６ ６炉 
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富士市災害廃棄物処理計画 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和７年 ４月 

富 士 市 
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１ 基本的事項 
 

（１）背景及び目的 
平成 23 年（2011 年）の東日本大震災、平成 27年（2015 年）の関東・東北豪雨、

平成 28年（2016 年）の熊本地震などの災害の教訓から、災害時の廃棄物処理は、

被害が発生してからではなく、防災的観点から事前に可能な限り対策を講じてお

くことが重要である。 

地方公共団体の発災前の準備に関する国の指針として、厚生労働省から「震災

廃棄物対策指針（厚生省生活衛生局水道環境部、平成 10年（1998 年）10 月）」が

示されていたが、東日本大震災を契機として、「災害廃棄物対策指針（環境省大臣

官房廃棄物・リサイクル対策部、平成 26 年（2014 年）3 月）」が示され、さらに

近年発生した災害を踏まえ、平成 30年（2018 年）３月に改定された。 

この指針において、「市区町村は、国が策定する廃棄物処理施設整備計画、本指

針及び行動指針等を踏まえながら、県が策定する災害廃棄物処理計画、災害対策

基本法に基づく地域防災計画その他の防災関連指針・計画等と整合を図るととも

に、各地域の実情に応じて、非常災害に備えた災害廃棄物対策に関する施策を一

般廃棄物処理計画に規定し、非常災害発生時に備えた災害廃棄物処理計画を策定

するとともに、適宜見直しを行う。また、市区町村は、非常災害時には災害廃棄

物処理計画に基づき被害の状況等を速やかに把握し、災害廃棄物処理実行計画（以

下「実行計画」という）を策定し、災害廃棄物の処理を行う。」ことが求められて

いる。 

また、平成 27年（2015 年）８月に廃棄物の処理及び清掃に関する法律（昭和

45 年法律第 137 号。以下「廃棄物処理法」という。）が改正され、廃棄物処理法

第２条の３の規定により非常災害により生じた廃棄物の処理の原則が明確化され

た。 

「静岡県災害廃棄物処理計画」（以下、「県計画」という。）では、国の災害廃棄

物対策指針に基づき、県内の市町が被災市町になることを想定し、災害予防、災

害応急対策、復旧・復興等に必要となる事項とともに、支援側となった場合に想

定される事項も合わせ、計画としてとりまとめたところである。 

「富士市災害廃棄物処理計画」（以下、「本計画」という。）は、県計画を踏まえ、

国の災害廃棄物対策指針等を参考として、復旧・復興の妨げとなる災害廃棄物を

適正かつ迅速に処理すること、廃棄物に起因する初期の混乱を最小限にすること

を目的として、とりまとめたものである。 

なお、富士市の地域防災計画や被害想定が見直された場合、防災訓練等を通じ

て内容の変更が必要と判断した場合など、状況の変化に合わせ、追加・修正を行

っていくこととする。 
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図 1 富士市位置図 

 
（２）対象とする災害 

本計画においては、県計画と同様に、静岡県地域防災計画で想定する南海トラ

フ地震等の地震災害及び水害その他の自然災害であり、地震災害については、地

震動により直接に生じる被害及びこれに伴い発生する津波、火災、爆発その他異

常な現象により生ずる被害を対象とする。 

また、水害については、大雨、台風、雷雨などによる多量の降雨により生ずる

洪水、冠水、土石流や崖崩れなどの被害を対象とする。 

地震災害及び津波「静岡県第 4 次地震被害想定（第二次報告）報告書（平成 25

年 11 月）」に基づき、発生頻度が比較的高く、発生すれば大きな被害をもたらす

レベル 1 の地震・津波（東海地震、東海・東南海地震、東海・東南海地震・南海

地震、大正型関東地震）、発生頻度は極めて低いものの、発生すれば甚大な被害を

もたらす最大クラスのレベル 2 の地震・津波（南海トラフ巨大地震、元禄型関東

地震）を想定する。 
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（３）対象とする業務と災害廃棄物 

本計画において対象とする業務は、以下のとおり、一般的な廃棄物処理業務で

ある収集・運搬、中間処理、最終処分、再資源化だけでなく、「災害廃棄物の仮置

場の管理」、「災害廃棄物による二次災害の防止」等も含むものとする。 
 

○平時の業務  
ア 災害廃棄物処理計画の見直し  
イ 災害廃棄物対策に関する支援協定の締結（災害支援全体に対する協定に災

害廃棄物対策の内容を位置付けることを含む）や法令に基づく事前手続き  
ウ 人材育成（研修、訓練等）  
エ 一般廃棄物処理施設の耐震化や災害時に備えた施設整備  
オ 仮置場候補地の確保 
 
○災害時の業務 
ア 散乱廃棄物や損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体） 
イ 災害廃棄物の収集・運搬、分別 
ウ 仮置場の設置・運営・管理 
エ 中間処理（破砕、焼却等） 
オ 最終処分 
カ 再資源化（リサイクルを含む）、再資源化物の利用先の確保 
キ 二次災害（強風による災害廃棄物及び粉塵の飛散、ハエなどの害虫の発生、

蓄熱よる火災、感染症の発生、余震による建物の倒壊、損壊家屋等の撤去

（必要に応じて解体）に伴う石綿の飛散など）の防止 
ク 進捗管理 
ケ 広報、住民対応等 
コ 上記業務のマネジメント及びその他廃棄物処理に係る事務等 

 
本計画において対象とする廃棄物は、表 1.1 に示す災害廃棄物及び表 1.2 に示

す被災者や避難者の生活に伴い発生する廃棄物である。なお、放射性物質及びこ

れによって汚染された廃棄物は本計画の対象としない。また、道路や鉄道等の公

共施設等からの廃棄物の処理については、管理者が行うのが基本である。 
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表 1.1 災害廃棄物 
災害廃棄物には、住民が自宅内にある被災したものを片付ける際に排出される片付けごみと、

損壊家屋の撤去（必要に応じて解体）等に伴い排出される廃棄物がある。 
種 類 備 考 

可燃物／可燃系混合物 繊維類、紙、木くず、プラスチック等が混在した可燃系廃棄物 
木くず 柱・はり・壁材などの廃木材 
畳・布団 被災家屋から排出される畳・布団であり、被害を受け使用できな

くなったもの 
不燃物／不燃系混合物 分別することができない細かなコンクリートや木くず、プラスチ

ック、ガラス、土砂（土砂崩れにより崩壊した土砂、津波堆積物

※等）などが混在し、概ね不燃系の廃棄物 
※海底の土砂やヘドロが津波により陸上に打ち上げられ堆積した

ものや陸上に存在していた農地土壌等が津波に巻き込まれたもの 
コンクリートがら等 コンクリート片やコンクリートブロック、アスファルトくず等 
金属くず 鉄骨や鉄筋、アルミ材など 
廃家電（４品目） 被災家屋から排出される家電４品目（テレビ、洗濯機・衣類乾燥

機、エアコン、冷蔵庫・冷凍庫）で、災害により被害を受け使用

できなくなったもの 
※リサイクル可能なものは各リサイクル法に基づき処理を行う。 

小型家電／その他家電 被災家屋から排出される小型家電等の家電４品目以外の家電製品

で、災害により被害を受け使用できなくなったもの 
腐敗性廃棄物 被災冷蔵庫等から排出される水産物、食品、水産加工場や飼肥料

工場等から発生する原料及び製品など 
有害廃棄物／危険物 石綿含有廃棄物、ＰＣＢ、感染性廃棄物、化学物質、フロン類・

ＣＣＡ(クロム銅砒素系木材保存剤使用廃棄物）・テトラクロロエチ

レン等の有害物質、医薬品類、農薬類の有害廃棄物。太陽光パネ

ルや蓄電池、消火器、ボンベ類などの危険物等 
廃自動車等 自然災害により使用できなくなった自動車、自動二輪、原付自転

車 
※リサイクル可能なものは各リサイクル法に基づき処理を行う。

※処理するためには所有者の意思確認が必要となる。仮置場等で

の保管方法や期間について警察等と協議する。 
その他、適正処理が困難な

廃棄物 
ピアノ、マットレスなどの地方公共団体の施設では処理が困難な

もの（レントゲンや非破壊検査用の放射線源を含む。）、漁網、石

こうボード、廃船舶（災害により被害を受け使用できなくなった

船舶）など 

※思い出の品（写真、賞状、位牌、貴重品等）は、遺失物法の関連法令での手続きや対応に基づ

き、回収、保管等を行う。 
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表 1.2 被災者や避難者の生活に伴い発生する廃棄物 
種 類 備 考 

生活ごみ 家庭から排出される生活ごみ 
避難所ごみ 避難所から排出されるごみ、使用済み携帯・簡易トイレ(便袋)等 

容器包装や段ボール、衣類等が多い。事業系一般廃棄物として管

理者が処理する。 
し尿 仮設トイレ（災害用簡易組み立てトイレ、レンタルトイレ及び他

市区町村・関係業界等から提供されたくみ取り式トイレの総称）

等からのくみ取りし尿、災害に伴って便槽に流入した汚水 
※災害廃棄物の処理・処分は災害等廃棄物処理事業費補助金の対象であるが、生活ごみ、避難

所ごみ及びし尿（仮設トイレ等からのくみ取りし尿、災害に伴って便槽に流入した汚水は除く）

は災害等廃棄物処理事業費補助金の対象外である。 

 

（４）処理計画の位置付けと基本的な考え方 

本計画の位置付けは、図 2.1 のとおりである。 

計画の基本的な考え方は、以下のとおりである。 

 

○ 国の災害廃棄物対策指針等及び県計画を踏まえた内容とする。 

○ 災害廃棄物は一般廃棄物であるので、第一義的な処理の責任は市町が負う

ことになるが、本市単独での処理が困難と想定される場合には、その場合の

対応方針も盛り込んだ計画とする。 

○ 実効性を確保するため、計画は定期的に見直しを行う。 
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（２）情報収集と連絡体制 

災害対策を迅速かつ的確に実施するため、職員に対する情報連絡体制の充実強

化、関係行政機関、関係地方公共団体、民間事業者団体等との緊密な防災情報連

絡体制の確保を図る。関係機関の連絡先は、別紙のとおりである。 
本市が収集すべき情報例を表 3 に示す。これらの情報は、時間経過とともに更

新されるため、定期的な情報収集を行う。 
 

表 3 災害時の情報共有項目例 

項目 内容 時期 

職員・施設被災 職員の被災状況・参集状況 

廃棄物処理施設の被災状況 

廃棄物処理施設の復旧計画／復旧状況 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

道 路 道路の被災状況、道路啓開の状況、復旧の状況 初動～ 

災害用トイレ 上下水道及び施設の被災状況 

上下水道及び施設の復旧計画／復旧状況 

災害用トイレの配置計画と設置状況 

災害用トイレの支援状況 

災害用トイレの撤去計画・撤去状況 

災害用トイレ設置に関する支援要請 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

応急～ 

初動～ 

し尿処理 収集対象し尿の推計発生量 

し尿収集・処理に関する支援要請 

市町等のし尿処理計画 

し尿収集・処理の進捗状況 

し尿処理の復旧計画・復旧状況 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

生活ごみ処理 ごみの推計発生量 

ごみ収集・処理に関する支援要請 

市町等のごみ処理計画 

ごみ収集・処理の進捗状況 

ごみ処理の復旧計画・復旧状況 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

災害廃棄物処理 家屋の被災状況（全壊、半壊、焼失、浸水） 

災害廃棄物の推計発生量及び要処理量 

災害廃棄物処理に関する支援要請 

災害廃棄物処理実施計画 

解体撤去申請の受付状況 

解体業者への発注・解体作業の進捗状況 

解体業者への支払業務の進捗状況 

仮置場の配置・開設準備状況 

仮置場の運用計画 

再利用・再資源化／処理・処分計画 

再利用・再資源化／処理・処分の進捗状況 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

初動～ 

応急～ 

応急～ 

応急～ 

初動～ 

初動～ 

応急～ 

応急後半～ 

出典：災害廃棄物処理に係る広域体制の手引き（環境省、平成22年 3月）を一部修正 
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（３）協力・支援体制 
県計画の被災時における外部との協力体制は、広域的な相互協力を視野に入れ

た体制としている(図 4 参照)。 

県域を越えた広域体制については、「全国都道府県における災害時の広域応援

に関する協定」並びに中部圏、関東圏の個別協定が締結されている。また、関東

圏及び中部圏の自治体等で構成する大規模災害時廃棄物対策関東ブロック及び中

部ブロック協議会においては、県域を越えた連携手順を定めた「大規模災害時に

おける関東ブロック災害廃棄物対策行動計画」及び「災害廃棄物中部ブロック広

域連携計画」が策定されている。それらの協定等に基づき、県が具体的な協力要

請を行う。 

さらに、「災害時におけるし尿等の収集運搬に関する協定」、「地震等大規模

災害時における災害廃棄物の処理等に関する協定」及び「災害時における応急対

策業務に関する協定」により、し尿等収集運搬事業者団体や廃棄物事業者団体、

建設事業者団体等との協力体制が円滑に機能するように、訓練等を通じた連絡体

制の確認を継続して行う。  

そこで、本市では、県に被災状況を報告するとともに、県から情報収集、指導・

助言を受けながら、自衛隊や警察、消防、周辺の地方公共団体及び廃棄物関係団

体等と調整し、災害時の連絡体制・相互協力体制の構築を図る。なお、県内市町

間の協力体制は、「一般廃棄物処理に関する災害時等の相互援助に関する協定」に

基づき、本市が個別に調整する。
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国（環境省）

被災市町 支援市町村

支援都道府県

被災していない県内市町

静岡県（被災側）

廃棄物、解体、し尿

等

廃棄物、解体、し尿
等関係事業者

廃棄物事業者団体
建設事業者団体 等

廃棄物事業者
建設事業者 等

①都道府県間の

相互協力体制
（都道府県・市町村に

よる相互協力体制）

③廃棄物関係団体
との協力体制

②県内の市町における

相互協力体制

連絡

調整

連絡

調整

連絡

調整
連絡

調整

連絡

調整

連絡調整

（協定等による）

情報収集

指導・助言

情報収集

指導・助言
報告

報告

要請/支援

（協定等による）

連
絡
調
整

連絡調整

災害支援協定

を締結している

場合※

関係学会等
情報収集

指導・助言

 
※政令指定都市間や姉妹都市関係にある市町村間では、直接協力・支援が行われる場合がある。 

出典：災害廃棄物対策指針（環境省、平成 26 年 3 月）を一部修正 

図 4 県内及び県外との協力・支援体制 

 
（４）職員への教育訓練 

本市は、本計画の記載内容について、平時から職員に周知するとともに、災害

時に処理計画が有効に活用されるよう教育訓練を継続的に行っていく。また、県

等が開催する災害廃棄物や産業廃棄物処理技術に関する知識・経験を有する専門

家を交えた教育訓練や研修会に参加する。 
このような教育訓練や研修会に継続的に参加することで人材の育成を図り、ま

た、その成果を本計画の見直しや、協定の締結等の平時の災害廃棄物対策につな

げる。 
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２-２一般廃棄物処理施設 
（１）一般廃棄物処理施設の災害対策 

本市の保有する一般廃棄物処理施設の概要と災害対策計画を表 4に示す。 

新環境クリーンセンターについては、運転に必要な薬剤の確保、再稼働時に必

要な非常用発電機の設置等を行う。また、収集車両や機器等を常時整備し、緊急

出動できる体制を構築する。クリーンセンターききょう及び中野台下水処理施設

については、今後耐震化調査を実施の予定である。 
 

表 4 一般廃棄物処理施設の災害対策計画 

施設名 供用開始年度 施設規模 災害対策計画 

新環境クリーンセンター 令和２年 250 トン／日 
薬剤の確保、非常用発電機

の設置等 
クリーンセンターききょう 平成９年 186 ｷﾛﾘｯﾄﾙ／日 薬剤の確保 
中野台下水処理施設 昭和 60 年 1,190  ／日 薬剤の確保 

 
（２）一般廃棄物処理施設の事業継続計画 

本市の廃棄物処理施設は災害廃棄物処理の拠点となるべき施設であり、これら

の観点から、本市の保有する廃棄物処理施設の事業継続計画については策定済み

である。 
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（３）災害用トイレとし尿処理 
被災の初期段階では、上下水道機能の被災、浄化槽の被災等により水洗トイレ

の使用が難しくなるとともに避難者の集中によりトイレが不足することから、多

くの災害用トイレ（携帯トイレ、簡易トイレ、仮設トイレ等 表 5.1 参照）が必

要となる。 

災害直後には携帯トイレや簡易トイレを使用し、その後仮設トイレに切り替え

ていくことが想定される。 

そのため、災害用トイレの必要数を想定した上で地区別の配置計画を策定する

とともに、携帯・簡易トイレの便袋の収集・運搬、処理方法、また、仮設トイレ

の設置に伴い新たに必要となるし尿の収集・運搬、処理方法の検討を行い、民間

事業者との協定など処理体制を構築する。 

災害用トイレの備蓄にあたっては、併せて、トイレの衛生管理に必要な用品（消

臭剤、脱臭剤、手指用の消毒液、ウェットティッシュ、トイレットペーパーなど 

内閣府による「避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン」参照）の備蓄

を行う。また、市民に携帯トイレの備蓄を呼び掛ける。 

発災後、早急に仮設トイレ等を設置し衛生的に管理できるよう、仮設トイレ等

の設置手順、使用方法・管理方法等を検討しておく。（内閣府による「避難所にお

けるトイレの確保・管理ガイドライン」参照） 

 

表 5.1 災害用トイレの種類 

名称 説明 

携帯トイレ 既存の洋式便器につけて使用する便袋タイプ。吸水シートや凝固剤で水分を

安定化させる。 

簡易トイレ 段ボール等の組立て式便器に便袋をつけて使用する。吸水シートや凝固剤で

水分を安定化させる。 

仮設トイレ 

（汲み取り） 

電気なしで使用できるものが多い。便槽に貯留する方式と、マンホールへ直

結して流下させる方式がある。 

仮設トイレ 

（マンホール） 

下水道のマンホールや、下水道管に接続する排水設備上に、便器や仕切り施

設等を設置する。 

出典：「避難所におけるトイレの確保・管理ガイドライン」（平成28年４月、内閣府）を元に一部加筆 

 

 
 

 

←携帯トイレ 

簡易トイレ→ 

←仮設トイレ 

マンホールトイレ→ 
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〇想定必要数 

「静岡県第 4 次地震被害想定（第二次報告）報告書」に基づき、仮設トイレの

必要数を推計すれば表 5.2 のとおりである。 

 

 

表 5.2 仮設トイレの必要数 

 
 

出典：H30 関東ブロック災害廃棄物処理計画作成モデル業務 

※令和７年４月１日時点での人口で再推計 

No 地区名
人口
(a)

携帯トイレ

必要数

（全人口）

仮設トイレ

必要基数

（避難所）

（回分） （基）

1 吉原地区 11,680 175,200 16
2 伝法地区 11,789 176,835 37
3 今泉地区 11,994 179,910 44
4 広見地区 12,161 182,415 24
5 元吉原地区 7,097 106,455 21
6 須津地区 10,488 157,320 28
7 浮島地区 1,489 22,335 3
8 吉永地区 6,819 102,285 17
9 原田地区 6,456 96,840 20

10 大淵地区 11,768 176,520 26
11 富士駅北地区 12,375 185,625 24
12 富士駅南地区 12,076 181,140 21
13 田子浦地区 14,438 216,570 28
14 岩松地区 9,924 148,860 9
15 鷹岡地区 12,192 182,880 29
16 丘地区 13,836 207,540 32
17 富士見台地区 5,604 84,060 12
18 神戸地区 3,803 57,045 7
19 富士南地区 17,563 263,445 27
20 天間地区 6,385 95,775 13
21 吉永北地区 2,577 38,655 5
22 青葉台地区 9,422 141,330 22
23 岩松北地区 10,179 152,685 17
24 富士北地区 9,111 136,665 19
25 富士川地区 7,751 116,265 21
26 松野地区 6,456 96,840 15
27 その他 81 1,215 -

合計 245,514 3,682,710 533
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No 地区名
人口
(a)

携帯トイレ

必要数

（全人口）

避難所

避難者数

（1日後）

携帯トイレ

必要数

（避難所）

携帯トイレ

備蓄数

（避難所）

携帯トイレ

過不足

（避難所）

避難所

避難者数

（1週間

後）

携帯トイ
レ必要数
（避難
所）

携帯トイ
レ備蓄数
（避難
所）

携帯トイ
レ過不足
（避難
所）

（回分） （人） （回分） （回分） （回分） （人） （回分） （回分） （回分）

1 吉原地区 11,680 175,200 422 6,325 6,000 -325 795 11,925 6,000 -5,925
2 伝法地区 11,789 176,835 974 14,616 9,000 -5,616 1,837 27,555 9,000 -18,555
3 今泉地区 11,994 179,910 1,165 17,472 13,000 -4,472 2,196 32,940 13,000 -19,940
4 広見地区 12,161 182,415 625 9,373 2,000 -7,373 1,178 17,670 2,000 -15,670
5 元吉原地区 7,097 106,455 548 8,219 11,000 2,781 1,033 15,495 11,000 -4,495
6 須津地区 10,488 157,320 736 11,044 14,000 2,956 1,388 20,820 14,000 -6,820
7 浮島地区 1,489 22,335 82 1,225 4,000 2,775 154 2,310 4,000 1,690
8 吉永地区 6,819 102,285 451 6,771 6,000 -771 851 12,765 6,000 -6,765
9 原田地区 6,456 96,840 531 7,972 4,000 -3,972 1,002 15,030 4,000 -11,030

10 大淵地区 11,768 176,520 677 10,160 5,000 -5,160 1,277 19,155 5,000 -14,155
11 富士駅北地区 12,375 185,625 628 9,413 8,000 -1,413 1,183 17,745 8,000 -9,745
12 富士駅南地区 12,076 181,140 551 8,267 8,000 -267 1,039 15,585 8,000 -7,585
13 田子浦地区 14,438 216,570 729 10,940 11,000 60 1,375 20,625 11,000 -9,625
14 岩松地区 9,924 148,860 247 3,700 2,000 -1,700 465 6,975 2,000 -4,975
15 鷹岡地区 12,192 182,880 757 11,354 5,000 -6,354 1,427 21,405 5,000 -16,405
16 丘地区 13,836 207,540 857 12,850 9,000 -3,850 1,615 24,225 9,000 -15,225
17 富士見台地区 5,604 84,060 321 4,814 4,000 -814 605 9,075 4,000 -5,075
18 神戸地区 3,803 57,045 177 2,657 2,000 -657 334 5,010 2,000 -3,010
19 富士南地区 17,563 263,445 704 10,558 9,000 -1,558 1,327 19,905 9,000 -10,905
20 天間地区 6,385 95,775 350 5,243 5,000 -243 659 9,885 5,000 -4,885
21 吉永北地区 2,577 38,655 125 1,870 2,200 330 235 3,525 2,200 -1,325
22 青葉台地区 9,422 141,330 580 8,704 7,000 -1,704 1,094 16,410 7,000 -9,410
23 岩松北地区 10,179 152,685 455 6,827 13,000 6,173 858 12,870 13,000 130
24 富士北地区 9,111 136,665 511 7,662 8,000 338 963 14,445 8,000 -6,445
25 富士川地区 7,751 116,265 555 8,322 15,000 6,678 1,046 15,690 15,000 -690
26 松野地区 6,456 96,840 387 5,800 10,000 4,200 729 10,935 10,000 -935
27 その他 81 1,215 - - - - - - - -

合計 245,514 3,682,710 14,144 212,160 192,200 -19,960 26,665 399,975 192,200 -207,775

◯地区別配置計画 

本市の地域防災計画等に基づき、大規模災害発生時における避難場所、避難者

数等を整理し、地区別に必要な携帯トイレ及び仮設トイレの配置方法を検討す

ると、表 6 及び表 7 のとおりである。なお、備蓄で不足する分については、広

域的な調達手段等を行う。 

 

 

表 6 携帯トイレの地区別配置計画 

 

推計（１日後・携帯トイレ）            推計（１週間後・携帯トイレ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

 ※小数点四捨五入 

 

 

 

 

 

出典：H30 関東ブロック災害廃棄物処理計画作成モデル業務 

※令和７年４月１日時点の人口で再推計 
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No 地区名
人口
(a)

避難所

避難者数

（1週間

後）

仮設トイ

レ

必要基数

（避難

所）

仮設トイ

レ

必要基数

（避難所

外）

仮設トイ

レ

備蓄数：

和式

（避難

仮設トイ

レ

備蓄数：

洋式

（避難

仮設トイ

レ

備蓄数：

男子

（避難

仮設トイ

レ

備蓄数計

（避難

所）

仮設トイ

レ

過不足

（避難

所）

避難所

し尿発生

量

（人） （基） （基） （基） （基） （基） （基） （基） （L/日）

1 吉原地区 11,680 795 16 203 3 1 2 4 -12 1,272
2 伝法地区 11,789 1,837 37 158 7 1 3 8 -29 2,939
3 今泉地区 11,994 2,196 44 156 10 2 5 12 -32 3,514
4 広見地区 12,161 1,178 24 142 3 1 2 4 -20 1,885
5 元吉原地区 7,097 1,033 21 104 3 1 2 4 -17 1,653
6 須津地区 10,488 1,388 28 156 0 0 0 0 -28 2,221
7 浮島地区 1,489 154 3 18 0 0 0 0 -3 246
8 吉永地区 6,819 851 17 105 1 3 0 4 -13 1,362
9 原田地区 6,456 1,002 20 77 0 1 0 1 -19 1,603

10 大淵地区 11,768 1,277 26 4 3 1 2 4 -22 2,043
11 富士駅北地区 12,375 1,183 24 194 10 3 8 13 -11 1,893
12 富士駅南地区 12,076 1,039 21 200 0 0 0 0 -21 1,662
13 田子浦地区 14,438 1,375 28 233 3 1 2 4 -24 2,200
14 岩松地区 9,924 465 9 176 0 0 0 0 -9 744
15 鷹岡地区 12,192 1,427 29 126 0 2 0 2 -27 2,283
16 丘地区 13,836 1,615 32 147 0 2 0 2 -30 2,584
17 富士見台地区 5,604 605 12 87 0 2 0 2 -10 968
18 神戸地区 3,803 334 7 26 0 1 0 1 -6 534
19 富士南地区 17,563 1,327 27 289 0 1 0 1 -26 2,123
20 天間地区 6,385 659 13 0 0 0 0 0 -13 1,054
21 吉永北地区 2,577 235 5 6 0 1 0 1 -4 376
22 青葉台地区 9,422 1,094 22 57 0 1 0 1 -21 1,750
23 岩松北地区 10,179 858 17 153 0 0 0 0 -17 1,373
24 富士北地区 9,111 963 19 134 0 2 0 2 -17 1,541
25 富士川地区 7,751 1,046 21 0 15 3 0 18 -3 1,674
26 松野地区 6,456 729 15 0 5 2 0 7 -8 1,166
27 その他 81 - - - - - - - - -

合計 245,514 26,665 533 2,950 63 32 26 95 -438 42,664

 

表 7 仮設トイレの地区別配置計画 

 
富士市設定（１週間後・避難所のみ）       ×含めない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

※小数点四捨五入 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：H30 関東ブロック災害廃棄物処理計画作成モデル業務 

※令和７年４月１日時点の人口、仮設トイレ備蓄数で再推計 
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◯し尿処理体制 

し尿の収集・運搬、処理等について、本市単独での対応が困難で、県や周辺

市町、事業者団体等からの支援が必要な場合が想定されるため、下記し尿処

理業者（表 8）と災害支援協定を締結するなど、必要なし尿処理体制を構築し

た。 
表 8 し尿処理支援業者 

有限会社マツナガ 有限会社池谷企業 
株式会社エイコウサービス 有限会社不二設備保全 
吉原衛生運輸株式会社 有限会社蒲原工業 
有限会社由比環境保全センター 有限会社大沼興業 

 
（４）避難所ごみ 

避難所ごみは、仮置場に搬入せずに既存の施設で処理を行う。 

 
○避難所開設場所 

避難所開設場所周辺に一時的な保管場所を確保する。 
 

○ごみ処理体制 
避難所ごみの収集・運搬、処理等について、本市単独での対応が困難で、県

や周辺市町、事業者団体等からの支援が必要な場合が想定されるため、災害支

援協定を締結するなどの必要な避難所ごみ処理体制を構築する。 
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２-３ 災害廃棄物処理 
（１）発生想定量と処理可能量 

本市における災害廃棄物発生想定量は、「静岡県第 4 次地震被害想定（第二次

報告）報告書（平成 25年度）」の被害想定から、表 9 のとおりである。 

 

表 9 災害廃棄物発生想定量 

被害想定 災害廃棄物等発生量（千トン） 災害廃棄物等発生量（千 m3） 
災害廃棄物 津波堆積物 計 災害廃棄物 津波堆積物 計 

レベル 1 の地

震・津波 
245 8～16 253～261 221 7～11 228～232 

レベル 2 の地

震・津波 
246 58～122 304～369 223 52～84 275～307 

 
災害廃棄物の組成は、県計画と同様とし、表 10のとおりである。 

 

表 10 災害廃棄物の組成の設定 

分類 
可 燃 

混合物 

不 燃 

混合物 
木くず 

コンクリー

トがら 
金属くず 

津 波 

堆積物 
その他 計 

割合（％） 11 20 2 34 4 28 1 100 

（岩手県災害廃棄物処理詳細計画第二次改訂版） 

 

本市における既存施設での災害廃棄物の処理可能量は、表11のとおりである。 

 

表 11 既存ごみ焼却施設の処理可能量 

施設名 

年間処理

量（ﾄﾝ/年

度）※1 

稼働年

数（年） 

処理能

力（ﾄﾝ

/日） 

年 間 処

理 能 力

(ﾄﾝ/年）

※2 

処理能力に

対する余裕

分の割合(%) 

処理可能量（ﾄﾝ/年度） 

高位 

シナリオ 
中位 
シナリオ 

富士市新環境ク

リーンセンター 
63,450 0.5 250 67,200 5.5 12,690 該当せず 

※1 富士市一般廃棄物処理実施計画（令和 2 年度） 
※2 運営管理業務要求水準書（処理対象物の搬入量） 
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（２）処理方針 
本市の処理方針は、以下のとおりとする。 
 
○処理期間：3 年間を目標 

本市の災害廃棄物発生量と処理可能量等を基に、「東日本大震災に係る災害

廃棄物の処理指針（マスタープラン）（環境省、平成 23 年 5 月）」及び東日

本大震災の事例等を参考に 3 年間を目標とする。 

 

○処理費用：災害等廃棄物処理事業費補助金等を活用 

廃棄物処理法に基づく災害等廃棄物処理事業費補助金等を活用する。 

 

○処理方法等：リサイクルを進めて、焼却処理量、最終処分量を少なくする 

災害廃棄物の処理にあたっては、3R の観点から、できるだけ一次仮置場、

二次仮置場においてリサイクルを進めて、焼却処理量、最終処分量を少なく

することを基本とする。 

 

処理方針に沿って、仮置場の面積や運営方法、分別精度、仮設廃棄物処理施

設、地元雇用、処理フロー等が決定されていくが、実際の作業としては、最終

的にどうするかという観点から逆算して全体スケジュールとフローを構築する。 

 
（３）処理フロー 

本市の災害廃棄物の処理方針、発生量・処理可能量等を踏まえ、県計画等を参

考にして、災害廃棄物の種類ごとに、分別、中間処理、最終処分・再資源化の方

法とその量を一連の流れで示した処理フローと概略工程を図 5 のとおりとする。 
 
○一次仮置場での徹底分別優先 
一次仮置場では、搬入時に分別し、重機による粗選別と徹底した手選別を行

った後、破砕機を用いて木くずやコンクリートがら等の一部を破砕し、直接リ

サイクル先、処理先に搬出する。二次仮置場では、一次仮置場で実施できない

破砕・選別・焼却等の処理を行う。 
 
平常時、想定される災害廃棄物の量及び種類について、処理フローを設定する

とともに、具体的作業工程について情報収集を行う。 
発災後、災害廃棄物の処理の進捗や性状の変化などに応じ、処理フローは随時

見直すこととする。 
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破砕・選別 手選別

破砕

可燃 可燃

造粒固化

土砂処理

風力選別

不燃

土砂

混合

廃棄物

木くず

コンクリート

がら

粗選別

コンがら

その他

10種類程度

可燃

コンがら

木片 木片 破砕

破砕・粒調

破砕・粒調

他他

・復興資材

仮置場

・処理施設

・最終処分

（金属・不燃含む）

一次仮置場

（分別仮置・粗選別・手選別・破砕）

二次仮置場

（破砕・分級・焼却・資材化）

分級

破砕

焼却

手選別

混合

廃棄物

 
時期区分 応急対応 復興

時間の目安 発災～３ヶ月 ３ヶ月～１年 １年～３年 ３年～

一次仮置場

二次仮置場

復興資材仮置場

処理施設

最終処分

復旧

 
図 5 基本処理フロー（一次仮置場での徹底分別優先） 
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（４）仮置場 

  〇必要面積 

本市の最大ケースの災害廃棄物発生想定量を考慮して、仮置場の必要面積を算

定すると、表 12 のとおりである。 

 

表 12 仮置場の必要面積 

被害想定 
災害廃棄物発生量（千トン） 仮置場必要面積（千 m2） 

可燃物 不燃物 津波堆

積物 計 可燃物 不燃物 津波堆

積物 計 

レベル 1 の

地震・津波 
33.93 153.99 73.08 261 22.62 37.331 13.348 73.299 

レベル 2 の

地震・津波 
47.97 217.71 103.32 369 31.98 52.778 18.871 103.629 

 

仮置場の必要面積＝仮置量÷見かけ比重÷積み上げ高さ×（１＋作業スペース割合） 

仮置量＝災害廃棄物発生量―年間処理量 

年間処理量＝災害廃棄物発生量/処理期間 

見かけ比重：可燃物＝0.4/ 、不燃物＝1.1ｔ/ 、津波堆積物＝1.46ｔ/  

積み上げ高さ：5ｍ  処理期間：3 年  作業スペース割合：１ 

仮置廃棄物量＝可燃系＋不燃系＋津波堆積物 

一次仮置場 

 可燃物＝可燃混合物＋木くず 

 不燃物＝不燃混合物＋コンクリートがら＋金属くず＋その他 

 津波堆積物＝津波堆積物 

二次仮置場 

 可燃物＝可燃物＋木くず 

 不燃物＝コンクリートがら＋金属くず＋その他 

 津波堆積物＝津波堆積物＋ふるい下土砂 

 

 

※災害廃棄物の組成については静岡県災害廃棄物処理計画と同様、岩手県災害廃棄物処理詳細計

画第二次改訂版を参考とした。よって静岡県第 4 次地震被害想定（第二次報告）報告書の災害

廃棄物発生量（津波堆積物）とは差異がある。 

※可燃混合物・不燃混合物の発生想定量が不明であるため、二次仮置場について算定していない。 

※床上床下浸水世帯数が不明であるため、災害廃棄物発生量に含めていない。 
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〇仮置場候補地 

県計画及び「マニュアル No.2 仮置場の設置・撤去手続きマニュアル」等を参

考にして、仮置場候補地を選定すると、表 13 及び図 6 のとおりである。 

また、仮置場の確保と配置計画及び運用に当たっては、県計画及び「マニュア

ル N0.2 仮置場の設置・撤去手続きマニュアル」等の留意事項等を参考にする。 

なお、仮置場については、3,000 ㎡以上の土地の改変の場合、土壌汚染対策法

に基づく届出が必要になるほか、仮置場としての使用では、土壌汚染のおそれ

があるため、「マニュアル No.2 仮置場の設置・撤去手続きマニュアル」等を参

考に仮置き前に土壌をサンプリングし、必要に応じて分析を行う。 

 

表 13 仮置場候補地 

仮置場候補地 所在地 
敷地面積 

（千 m2） 

仮置可能量 

(千 m3) 
所有者及び管理者 

吉原東公園建設予定地 今泉字共添地内 12 30 富士市 
富士川緑地公園 五貫島字八左衛門島地内 480 1,200 国土交通省 
大渕公園 大淵字岩倉地内 40.15 100 富士市 
富士川河川敷憩いの広場 中之郷地先 100 250 国土交通省 
俵石スポーツ広場 南松野地先 7.5 18 国土交通省 
合 計 639.65 1,598  

 

本市は仮置場について計画上の必要面積を確保しているが、様々な被害リスク

を想定し、仮置場候補地を追加できるよう検討していく。また、平時より関係

部署と協力し、災害時に迅速に使用できるよう整備を進めておく。 

なお、災害時には、災害の種類や被害状況等を勘案し、土地管理者と事前協議

し、仮置場の開設を判断する。 
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図 6.1 仮置場候補地位置図（吉原東公園建設予定地） 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 6.2 仮置場候補地位置図（富士川緑地公園） 
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図 6.3 仮置場候補地位置図（大渕公園） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6.4 仮置場候補地位置図（富士川河川敷憩いの広場） 
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図 6.5 仮置場候補地位置図（俵石スポーツ広場） 
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〇人員と資材の確保 
仮置場を運営管理するために必要な人員と資機材は表14.1及び14.2のとおり

である。 

仮置場に職員を配置できない場合、建設業者又は廃棄物関係業者、あるいは市

OB の協力、シルバー人材の派遣等、あらゆる手段を尽くして仮置場の受入れ、

誘導、積み下ろし補助、受付業務等を行う人員を確保し、常時複数人が作業に

当たることができる体制とするよう、事前に体制づくりを行う。 

必要な資材機材についても、表 14.2 及び「災害時の一般廃棄物処理に関する

初動対応の手引き（令和２年２月）」の「仮置場必要敷材及び保有機材のリスト」

等を参考に保有量や保管場所、災害時の調達方法を事前に確認しておき、発災

後すぐの仮置場設置に備える。 

 

表 14.1 仮置場の運営・管理に必要な人員と役割 

 

出典：仮置場に関する検討結果 災害廃棄物対策東北ブロック協議会 

＊夜間の監視員が必要になる場合もある。 
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表 14.2 仮置場の設置、管理・運営に必要な資機材 

 

出典：仮置場に関する検討結果 災害廃棄物対策東北ブロック協議会 

 
（５）仮置場に搬入できない住民への対応 

車両が被災した、高齢であるなどの理由で、仮置場に片付けごみを持ち込め

ない住民への対応については、市による収集のほか、自宅から比較的近い場所

に廃棄物を持ち込めるよう平常時から災害時臨時集積所の指定を進める。 

また、地元業者や富士市社会福祉協議会を通じた災害ボランティア等を用いた

収集運搬体制を構築するよう平時から努める。 

  

（６）収集運搬 
災害時において優先的に回収する災害廃棄物の種類、収集･運搬の方法やルー

ト、緊急車両登録手続き、必要機材、連絡体制・方法について、平時に具体的

に検討を行う。また、道路の復旧状況や周辺の生活環境の状況、仮置場の位置

を踏まえ収集・運搬体制の見直しを行う。 
なお、災害廃棄物の収集運搬は、対応時期によって異なるため、災害予防、

発災時・初動期、仮置場・再資源化施設・処理処分先等への運搬時に分けて考

える必要がある。そこで、県計画の時期ごとの収集運搬車両の確保とルート計

画を検討するに当たっての留意事項等を参考とする。 
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（７）環境対策と環境モニタリング 
環境モニタリングは、廃棄物処理施設、廃棄物運搬経路や化学物質等の仕様・

保管場所等を対象に、大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質等の項目につい

て行い、被災後の状況を確認し、情報の提供を行う。 

損壊家屋等の撤去現場及び災害廃棄物処理において考慮すべき環境影響と環

境保全対策の概要は、表 14.3 に示すとおりである。 

 

表 14.3 災害廃棄物への対応における環境影響と環境保全策 

影響項目 環境影響 環境保全対策 

大 気 質 ・解体・撤去、仮置場作業における

粉じんの飛散 

・石綿含有廃棄物（建材等）の保管・

処理による飛散 

・災害廃棄物保管による有害ガス、

可燃性ガスの発生 

・定期的な散水の実施 

・保管、選別、処理装置への屋根の設置 

・周囲への飛散防止ネットの設置 

・フレコンバッグへの保管 

・搬入路の鉄板敷設等による粉じんの発生 

抑制 

・運搬車両の退出時のタイヤ洗浄 

・収集時分別や目視による石綿分別の徹底 

・作業環境、敷地境界での石綿の測定監視 

・仮置場の積み上げ高さ制限、危険物分別 

による可燃性ガス発生や火災発生の抑制 

騒音・振動 ・撤去・解体等処理作業に伴う騒

音・振動 

・仮置場への搬入、搬出車両の通行

による騒音・振動 

・低騒音・低振動の機械、重機の使用 

・処理装置の周囲等に防音シートを設置 

土 壌 等 ・災害廃棄物から周辺土壌への有害

物質等の漏出 

・敷地内に遮水シートを敷設 

・PCB 等の有害廃棄物の分別保管 

臭 気 ・災害廃棄物からの悪臭 ・ 腐敗性

廃棄物の優先的な処理 

・消臭剤、脱臭剤、防虫剤の散布、シート

による被覆等 

水 質 ・災害廃棄物に含まれる汚染物質の

降雨等による公共水域への流出 

・敷地内に遮水シートを敷設 

・敷地内で発生する排水、雨水の処理・ 水

たまりを埋めて腐敗防止 

出典：災害廃棄物対策指針資料編【技 18-5】環境対策、モニタリング、火災防止対策（環境省、平成 30 年 4 月） 

 

（８）仮設中間処理施設 
災害廃棄物の発生量・処理可能量を踏まえ、災害廃棄物の減量化及び再生利

用を目的として、仮設焼却炉や破砕・選別機等の仮設中間処理施設の検討を行

う。 
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（９）損壊家屋等の撤去等 

「静岡県第 4 次地震被害想定（第一次報告）報告書」に基づき、損壊家屋等の

数量を算出すると、表 15 表 のとおりである。 

 
表 15 建物棟数及び損壊壊家屋等（全壊・焼失）の数量 

被害想定 木造（棟） 非木造（棟） 計（棟） 

建物数 60,608 25,240 85,848 

レベル 1 の地震・津波 1,721 493 2,214 

レベル 2 の地震・津波 4,952 1,232 6,184 

 
損壊家屋等の撤去等の作業フロー及び廃棄物処理フロー等は、図 7 に示すと

おりである。重機による作業があるため、設計、積算、現場管理等に土木・建

築職を含めた人員が必要となる。 

自治体の立入調査

（所有者等への連絡・
調査計画の事前通知） 所有者判断

専門家判断
（土地家屋調査士）

記録
（作業前）

事前撤去
撤去・解体

（分別・解体）
記録

（作業終了後）

【凡例】

作業フロー

処理フロー

一時保管 再資源化施設

仮置場

証明書発行
（所有者等へ）

敷地内所有者不明・

倒壊危険家屋

敷地内

家屋

倒壊危

険家屋

敷地外流出家屋・がれき状態

動産・

思い出の品

金属くず、

木くず等

混合物・

不燃物等

 
出典：【技19-1】損壊家屋等の撤去（必要に応じて解体）と分別に当たっての留意事項（環境省、平成 31年 4月） 

図 7 損壊家屋等の撤去等の作業フロー及び廃棄物処理フロー 

 
「東北地方太平洋沖地震における損壊家屋等の撤去等に関する指針」（平成 23 

年 3 月 25 日、被災者生活支援特別対策本部長及び環境大臣通知）により、損

壊家屋に対する国の方針が出されている。 

この指針の概要と損壊家屋等の解体・撤去と分別に当たっての留意点は、表 16

とおりである。 
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表 16 損壊家屋等の撤去等に関する指針と解体・撤去と分別に当たっての留意点 

項目 損壊家屋等の撤去等に関する指針と解体・撤去と分別に当たっての留意点 
損壊家屋等

の撤去等に

関する指針

の概要 

  倒壊してがれき状態になっている建物及び元の敷地外に流出した建物につ

いては、地方公共団体が所有者など利害関係者の連絡承諾を得て、又は連

絡が取れず承諾がなくても撤去することができる。 
  一定の原型を留め敷地内に残った建物については、所有者や利害関係者の

意向を確認するのが基本であるが、関係者へ連絡が取れず倒壊等の危険が

ある場合には、土地家屋調査士の判断を求め、建物の価値がないと認めら

れたものは、解体・撤去できる。その場合には、現状を写真等で記録する。 
  建物内の貴金属やその他の有価物等の動産及び位牌、アルバム等の個人に

とって価値があると認められるものは、一時又は別途保管し所有者等に引

き渡す機会を提供する。所有者が明らかでない動産については、遺失物法

により処理する。また、上記以外のものについては、撤去・ 廃棄できる。 
解体・撤去と

分別に当た

っての留意

点 

  可能な限り所有者等へ連絡を行い、調査計画を事前に周知した上で被災物

件の立ち入り調査を行う。 
  一定の原型を留めた建物及び倒壊の危険があるものは土地家屋調査士を派

遣し、建物の価値について判断を仰ぐ。 
  撤去・解体の作業開始前及び作業終了後に、動産、思い出の品等を含めて、

撤去前後の写真等の記録を作成する。 
  撤去及び解体作業においては、安全確保に留意し、適宜散水を行うととも

に、適切な保護具を着用して作業を実施する。 
  廃棄物を仮置場へ撤去する場合は、木くず、がれき類、金属くず等の分別

に努め、できるだけ焼却及び埋立の処分量の減量化に努める。 
 
（10）分別・処理・再資源化 

災害廃棄物等の種類ごとの分別・処理方法・再資源化量及び方法例は、表 17

のとおりである。 
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（11）最終処分 

市内最終処分場において受け入れが困難となった場合には、県と調整の上、

広域処理等を行う。 

 
（12）広域処理 

円滑で効率的な災害廃棄物の処理のため、災害廃棄物の広域処理に関する手続

き方法や契約書の様式等については、「マニュアル No.4 広域処理の事前協定・

手続きマニュアル」等を参考に準備する。 

なお、発災後の迅速な対応のため、被災側・支援側の両方の契約書様式を準備

する。 

 
（13）有害廃棄物・処理困難物対策 

有害性・危険性がある廃棄物のうち、産業廃棄物（特別管理産業廃棄物を含む。）

に該当するものは、事業者の責任において処理することを原則とし、一般廃棄

物に該当するものは、排出に関する優先順位や適切な処理方法等について住民

に広報するものとする。 
有害性・危険性がある廃棄物は、業者引取ルートの整備等の対策を講じ、適正

処理を推進することが重要であり、関連業者へ協力要請を行う。 
有害・危険物処理フローは、図 8 のとおりである。また、対象とする有害・危

険製品の収集・処理方法を表 17 に示す。 

有害・危険物

仮置場 指定取引先

受入先

指定取引先判断

収集ルート

なし

収集ルートあり

（復旧後又は他の地域）

販売店・メーカー

廃棄物処理業者

自治体等

STEP1

STEP2

 

出典：【技 24-15】個別有害・危険製品の処理（環境省、平成 31 年 4 月） 
図 8 有害・危険物処理フロー 
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表 17 対象とする有害・危険製品の収集・処理方法 

区分 項目 収集方法 処理方法 

有
害
性
物
質
を
含
む
も
の 

廃農薬、殺虫剤、その他薬品（家

庭薬品 
販売店、メーカーに回収依頼／廃棄

物処理許可者に回収・処理依頼 
中和、焼却 

塗料、ペンキ 焼却 

 

廃
電
池
類 

密閉型ニッケル・カドミ

ウム蓄電 池（ニカド電

池）、ニッケル水素 

 
リサイクル協力店の回収（箱）へ 

破砕、選別、 
リサイクル 

ボタン電池 電器店等の回収（箱）へ 
カーバッテリー リサイクルを実施しているカー用品

店・ガソリンスタンドへ 
破砕、選別、 
リサイクル 
（金属回収） 

廃蛍光灯 回収（リサイクル）を行っている事

業者へ 
破砕、選別、 
リサイクル 
（カレット、 
水銀回収） 

危
険
性
が
あ
る
も
の 

灯油、ガソリン、エンジンオイ

ル 
購入店、ガソリンスタンドへ 焼却、 

リサイクル 
有機溶剤（シンナー等） 販売店、メーカーに回収依頼／廃棄

物処理許可者に回収・処理依頼 
焼却 

ガスボンベ 引取販売店への返却依頼 再利用、 
リサイクル 

カセットボンベ・スプレー缶 使い切ってから排出する 破砕 

消火器 購入店、メーカー、廃棄物処理許可

者に依頼 
破砕、選別、 
リサイクル 

感
染
性
廃
棄
物
（
家
庭
）

使用済み注射器針、 使い捨て注

射器等 
指定医療機関での回収（使用済み注

射器針回収薬局等） 
焼却・溶融、

埋立 

※以下の品目については、該当する技術資料等を参照のこと。  

アスベスト：【技 24-14】廃石綿等・石綿含有廃棄物の処理 

PCB 含有廃棄物電気機器：PCB 含有廃棄物について（第一報：改訂版）（国立環境研究所） 

フロンガス封入機器（冷蔵庫、空調機等）：【技 24-6】家電リサイクル法対象製品の処理 

出典：【技 24-15】個別有害・危険製品の処理（環境省、平成31年 4月） 
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（14）津波堆積物 

津波堆積物の性状（土砂、ヘドロ、汚染物など）に応じて適切な処理方法（回

収方法や収集運搬車両の種類等）を選択し、県、関係団体等と連携して再資源

化を目指す。 
津波堆積物処理フロー例を図 9 に示す。なお、東日本大震災では、膨大な津

波堆積物が陸上へうちあげられたが、可能な限り復興資材等として再資源化を

行い、最終処分量を削減することができた。 

津
波
堆
積
物

振
動
ふ
る
い

磁
力
選
別

水
分
調
整

振
動
ふ
る
い

振
動
ふ
る
い

【処理物】 【処理工程】 【選別物】 【処理・処分】

土砂

可燃物・

燃料物

金属

不燃物等

～100mm ～40mm ～20mm リサイクル

リサイクル

破砕処理施設へ

100mm～

40mm～

20mm～

焼却処理

乾式処理工程例

津
波
堆
積
物

ス
ク
リ
ー
ン

磁
力
選
別

解
泥
・
洗
浄

ト
ロ
ン
メ
ル

湿式サイクロン

排水処理

～100mm

100mm～

可燃物・

軽量物 焼却処理

礫

砂

汚泥

リサイクル

リサイクル

【処理物】 【処理工程】 【選別物】 【処理・処分】

～40mm

2～40mm

～2mm

金属

不燃物等

リサイクル

破砕処理施設へ

不溶化処理後

リサイクル

湿式処理工程例

 
出典：東日本大震災により発生した被災 3県（岩手県・宮城県・福島県）における災害廃棄物等の処理の記録（環

境省東北地方環境事務所、一般財団法人日本環境衛生センター、平成 26年 9月） 

図 9 津波堆積物処理フロー例 
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（15）思い出の品等 

損壊家屋など災害廃棄物を撤去する場合は、「マニュアル No.14 思い出の品の

取り扱いマニュアル」を参考に、思い出の品や貴重品を取り扱う必要があるこ

とを前提として、取扱ルールをあらかじめ定める。基本的事項は、以下のとお

りである。 

・ 所有者等が不明な貴重品（株券、金券、商品券、古銭、貴金属等）は、速

やかに警察に届ける。 

・ 所有者等の個人にとって価値があると認められるもの（思い出の品）につ

いては、廃棄に回さず、市等で保管し、可能な限り所有者に引渡す。回収

対象として、位牌、アルバム、卒業証書、賞状、成績表、写真、財布、通

帳、手帳、ハンコ、貴金属類、パソコン、ハードディスク、携帯電話、ビ

デオ、デジカメ等が想定される。個人情報も含まれるため、保管・管理に

は配慮が必要となる。 

 
（16）住民等への広報 

本市は、以下の事項について住民の理解を得られるよう、広報への掲載、防

災訓練の際に周知するなど、日頃からの広報等を継続的に実施する。 
◯仮置場への搬入に際しての分別方法 
◯腐敗性廃棄物等の排出方法 

◯便乗ごみの排出、混乱に乗じた不法投棄及び野焼き等の不適正な処理の禁止 

 
また、避難所の被災者に対する災害廃棄物の処理に関する広報について、庁

内の広報担当と調整し、広報紙、コミュニティ FM「ラジオ F」、マスコミ、避

難所等への広報手法・内容等を確認しておくとともに、情報の一元化を図る。 
発災直後から仮置場の開設予定や収集の有無等について、できるだけ早い段

階で時系列を考慮して広報計画を立てる。 
スムーズな広報実施のため、広報文案を事前に作成しておく。 
 
発災後は被災者の片付けを手伝う災害ボランティアにも廃棄物の分別や排出

方法を周知する必要がある。災害ボランティアセンターを運営する社会福祉協

議会と平時から連絡窓口を定め連絡先の確認を行う。 
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３ 災害応急対応（初動期～応急対応前半） 
 

３-１ 初動期（発災直後～３日後） 
（１） 被災情報の収集 

翌日以降の廃棄物処理の可否の判断、災害廃棄物発生量の推計準備、支援要

請の検討等を行うため、市内全体の被害状況（建物被害等）や委託先を含む廃

棄物処理施設等の被害状況等について情報を収集する。 

収集した情報の一部は、都道府県や関係団体等と共有する。（都道府県への報

告は、災害対策本部等からも行われる。廃棄物処理に特有な事項を中心に県の

廃棄物部局に報告する） 

 

〇市内全体の被害情報を収集する（建物の被害棟数、浸水範囲、ライフライン

の被害状況、道路状況、等）。  

〇委託先を含む廃棄物処理施設等に関する被害情報を収集する（管内の一般廃

棄物処理施設、産業廃棄物処理施設、収集運搬車両、等）。  

ごみ処理施設は以下の施設の被害状況の把握を行う。 

ア 自区内の一般廃棄物処理施設（焼却施設、リサイクル施設、最終処分場、

し尿処理施設等）の被害状況（平時に県へ施設の一覧を求めておく） 

イ 自区内の産業廃棄物処理施設（焼却施設、リサイクル施設、最終処分場

等）の被害状況（災害時協定を締結している施設が対象） 

〇必要に応じて、現地確認のために被災現場等に職員を派遣する。  

 

＊環境省「災害時の一般廃棄物処理に関する初動対応の手引き」による被害状

況チェックリストを活用し、災害対策本部と連携しながら被災情報を収集する。 

 
（２）災害用トイレの必要数の確保・設置 

避難所における避難者の生活に支障が生じないよう必要な数の仮設トイレ等

（携帯トイレ、簡易トイレ、マンホールトイレを含む。）とともに、トイレの

衛生管理に必要な用品（消臭剤、脱臭剤、手指用の消毒液、ウェットティッシ

ュ、トイレットペーパーなど）を確保し、設置する。設置後は計画的に管理を

行うとともに、し尿の収集･処理を行う｡ 
必要基数の確保は、平時に備蓄している仮設トイレ等を優先利用する。不足

する場合は、災害支援協定に基づいて、建設事業者団体やレンタル事業者団体

等から協力を得る。 
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（３）廃棄物処理施設の補修及び稼働 
一般廃棄物処理施設について、被害内容を確認するとともに、安全性の確認

を行う。安全性の確認は、平時に作成した点検手引きに基づき行い、対応を検

討する。 
 
（４）し尿の収集・運搬・受入れ施設の確保 

し尿の収集・運搬は、発災後に最も急がれる対応の１つである。東日本大震

災では、市町村が事業者団体と締結している災害協定においては、市町村の要

請によりし尿収集すること等を定めており、発災後速やかに自治体から避難所

等のし尿や浄化槽汚泥等の収集運搬が要請された。 
被災により下水道施設・し尿処理施設等への移送が困難な場合は、状況に応

じて適正に保管、消毒、仮設沈殿池による一次処理、非被災地域及び稼働可能

な施設への広域移送等を行う。 
 

（５）仮置場の確保等、災害廃棄物の処理体制の確保 
災害廃棄物を回収するために、平時に選定した仮置場候補地から仮置場を決

定するとともに、仮置場の管理・運営に必要な資機材や人員を確保し、災害廃

棄物の分別方法を決定する。それらの準備が整った後に仮置場を開設し、災害

廃棄物の受け入れを開始する。 
仮置場の確保に当たっては、災害時には落橋、がけ崩れ、水没等により仮置

場の候補地へアプローチできないなどの被害状況を踏まえ、必要に応じて設定

場所を見直す。 
並行して、仮置場の場所、開設日時、受入時間帯、分別方法等について住民・

ボランティアへ周知する。（住民広報については（9）に記載） 
特に水害の場合は、水が引いた直後から片付けごみの搬出が始まるため至急

の対応が必要。 

また、市が指定する仮置場や集積所以外の場所に災害廃棄物の集積が行われ

た場合には速やかに撤去する。 

 
（６）環境モニタリングの実施 

地域住民の生活環境への影響を防止するために、仮置場内又は近傍において、

可能な範囲で大気質、騒音・振動、土壌、臭気、水質等の環境モニタリングを

行い、被災後の状況を住民等へ情報提供する。 

特に、発災後、可能な限り早い段階で一般大気中の石綿測定を行うことが重

要である。 

石綿測定に当たっては、環境省が策定した「災害時における石綿飛散防止に

係る取扱いマニュアル（改定版）（平成 29 年 9 月）」を参照する。 
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（７）自衛隊等との連携 

自衛隊・警察・消防及び所管主体に配慮し、連携して災害廃棄物の撤去や倒

壊した建物の解体・撤去を行う必要がある。特に、初動期での災害廃棄物の撤

去、倒壊した建物の解体・撤去は、人命救助の要素も含まれるため丁寧に行う

必要がある。 
情報の一元化の観点から災害対策本部と調整した上で、自衛隊・警察・消防

と連携する。 
 

（８）道路上の災害廃棄物の撤去物の処理 
放置車両等により道路が遮断されていることも想定されるため、本市におい

て、自衛隊・警察・消防等に収集運搬ルートを示し、協力が得られる体制を確

保する。 
 

（９）相談への対応 
被災者から自動車や船舶などの所有物や思い出の品・貴重品に関する問い合

わせや発災直後であっても損壊家屋等の解体・撤去の要望等が寄せられること

が考えられる。その他、有害物質（石綿含有建材の使用有無など）の情報や生

活環境への要望等が寄せられることも想定される。 
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（10）住民への広報 

被災者に対して災害廃棄物に係る広報を行う。 
事前に作成していた広報文案を基に、実際の災害や、廃棄物の回収方法に合

わせた内容とし、広報する。 
広報は、広報紙や新聞、インターネット、コミュニティ FM「ラジオ F」及び避

難所等への掲示などで行う。その内容として、以下が考えられる。 
① 災害廃棄物の収集方法（戸別収集の有無、排出場所、分別方法、家庭用ガ

スボンベ等の危険物、フロン類含有廃棄物の排出方法等） 
② 収集時期及び収集期間 
③ 住民が持込みできる集積場（場所によって集積するものが異なる場合はそ

の種類を記載） 
④ 仮置場の場所及び設置状況 
⑤ ボランティア支援依頼窓口 
⑥ 市への問合せ窓口 
⑦ 便乗ごみの排出、不法投棄、野焼き等の禁止 
 
被災者の片付けを手伝う災害ボランティアにも、同様の内容の周知が必要で

ある。ボランティアセンターでの受付の際に周知するなど、ボランティアセン

ターと連携し対応する。 
発災直後は、他の優先情報の周知の阻害、情報過多による混乱を招かないよ

う考慮しつつ、情報の一元化に努め、必要な情報を発信する。 
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３-２ 応急対応前半（発災～３週間程度） 
（１）災害廃棄物処理実行計画の策定 

環境省が策定する災害廃棄物の処理指針（マスタープラン）を基本として、

地域の実情に配慮した基本方針を策定する。 
本計画を基に、災害廃棄物の発生量と廃棄物処理施設の被害状況を把握した

上で、実行計画を策定する。 
発災直後は災害廃棄物量等を十分に把握できないこともあるが、災害廃棄物

処理の全体像を示すためにも実行計画を作成する必要があり、処理の進捗に応

じて段階的に見直しを行う。 
実行計画の具体的な項目例は、以下のとおりである。 

 

1. 概要と方針 

(1)処理主体 

(2)処理期間 

(3)処理費用の財源 

2. 災害廃棄物発生量の推計 

 (1)一般家屋から発生した災害廃棄物 

(2)事業所から発生した災害廃棄物 

(3)堆積物 

3. 災害廃棄物の組成 

(1)可燃物、不燃物の割合 

(2)塩分の影響 

(3)不燃物中の塩分 

(4)有害廃棄物 

(5)処理困難物 

4. 処理フロー 

5. 処理期間とスケジュール 

6. 処理費用と財源 

7. 中間処理施設 

(1)廃棄物処理施設の余剰能力の把握 

(2)市町以外の廃棄物処理施設の余剰能力の把握 

(3)リサイクル方法 

(4)県外の廃棄物処理施設 

(5)仮設焼却炉の必要性 

(6)処理施設の選択 

8. 最終処分 

(1)一般廃棄物処理施設の余剰能力の把握 

(2)産業廃棄物処理施設の余剰能力の把握 
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(3)埋立予想量 

(4)リサイクル方法 

(5)県外の産業廃棄物処理施設の把握 

(6)処理施設の選択 

9. 分別方法 

(1)一次仮置場での分別 

(2)二次仮置場での分別 

(3)二次仮置場の配置 

10. 処理の進め方 

(1)プロポーザルと分別作業の発注 

(2)処理予定 

 
（２）災害廃棄物発生量・処理可能量の推計 

発災後における実行計画の策定、処理体制の整備のため、被害状況を踏まえ

た災害廃棄物の発生量・処理可能量を推計する。 
災害廃棄物発生量は、建物の被害棟数や水害又は津波の浸水範囲を把握する

ことにより推計する。 

 

処理可能量は、一般廃棄物処理施設等の被害状況等を踏まえ推計する。 
処理しなければならない量（処理見込み量）は、建物所有者の解体意思や海

域へ流出した災害廃棄物の取扱いなどにより異なる。処理を進めていく上で選

別・破砕や焼却の各工程における処理見込み量を把握する必要がある。 
 

（３）収集運搬体制の確保 

収集運搬体制の整備に当たっては、平時に検討した内容を参考とする。 
腐敗性廃棄物や有害廃棄物、危険物などを優先して収集運搬する。 
災害廃棄物に釘やガラスなどが混入している場合があるため、防護服・安全

靴・ゴーグルなど必要な防具を装着する。 
火災焼失した災害廃棄物は、有害物質の流出や再発火などの可能性があるこ

とから、他の廃棄物と混合せずに収集運搬を行う。 
廃棄物処理にあたっては、季節によって留意する事項が異なるため、台風等

による収集運搬への影響を考慮する。 
 

（４）仮置場の確保（継続） 
被害状況を反映した発生量を基に必要面積の確保を引き続き行う。 

 
（５）倒壊の危険のある建物の撤去物等の処分 

倒壊の危険性のある建物を解体・撤去した時に発生する廃棄物について処分

する。この場合においても分別を考慮し、緊急性のあるもの以外はミンチ解体
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を行わない。 
建物の優先的な解体・撤去については、現地調査による危険度判定や所有者

の意思を踏まえ決定する。所有者の意思を確認するため申請方法を被災者へ広

報し、申請窓口を設置する。解体を受け付けた建物については、図面等で整理

を行い、倒壊の危険度や効率的な重機の移動を実現できる順番などを勘案し、

解体・撤去の優先順位を決定する。 
解体申請受付（建物所有者の解体意思確認）と並行して、解体事業の発注を

行う。発災直後は、解体・撤去の対象を倒壊の危険性のある建物に限定する。 
解体事業者が決定次第、建設リサイクル法に基づく届出を行った後に、解体・

撤去の優先順位を指示する。解体・撤去の着手にあたっては、建物所有者の立

会いを求め、解体範囲等の最終確認を行う。 
解体・撤去が完了した段階で解体事業者から報告を受け、解体物件ごとに現

地立会い（申請者、市町村、解体業者）を行い、履行を確認する。 
損壊家屋については、石綿等の有害物質、LP ガスボンベ、太陽光発電設備や

家庭用、業務用の蓄電池、ハイブリッド車や電気自動車のバッテリー等の危険

物に注意する。 
 

（６）有害物・危険物の撤去 
有害廃棄物の飛散や危険物による爆発・火災等の事故を未然に防ぐため回収

を優先的に行い、保管又は早期の処分を行う。人命救助の際には、特に注意を

払う。 

PCB 等の適正処理が困難な廃棄物は、平時と同様に排出事業者へ引き渡すな

ど適切な処理を行う。応急的な対応としては、市が回収した後にまとめて事業

者に引き渡すなどの公的な関与による対策を行う。 

 
（７）避難所ごみ等生活ごみの処理 

避難所ごみを含む生活ごみは、仮置場に搬入せず既存の施設で処理を行うこ

とを原則とするが、次の事項を勘案して、避難所ごみの計画的な収集運搬・処

理を行う。 
① 避難所ごみの一時的な保管場所の確保（焼却等の処理前に保管が必要な場

合） 
② 支援市町等からの応援を含めた収集運搬・処理体制の確保 
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（８）腐敗性廃棄物の優先処理 
   〇水害廃棄物 

水害廃棄物は、水分を多く含んでいるため、腐敗しやすく、悪臭・汚水を

発生するなど時間の経過により性状が変化する場合があることに留意し、保

管及び処理方法には、災害廃棄物の種類ごとに優先順位を決め、処理スケジ

ュールを作成する。 

  
〇水産廃棄物 

腐敗性のある水産廃棄物への対応（優先順位）は、表 18 のとおりとする。 

発生量が多く、腐敗が進むような場合は、緊急的な対応としては、【3】及び

【5】、【6】が現実的である。腐敗性のある廃棄物が付着した紙製容器の量が多

い場合には、【7】も検討する。 

 

表 18 水産廃棄物への対応策の例 

最優先 【0】利用可能な焼却施設や最終処分場まで輸送して処分する。 

 

次善 

【1】腐敗物のみ：なるべく細かく砕いてし尿処理施設等（下水管が沈下して水

が流れないので下水道投入は不可）に投入する。 

【2】汚れたがれき類等：海中や池で洗浄する。 

 

 

緊急時 

【3】石灰（消石灰）を散布する。段ボールを下に敷いて水分を吸収させる。 

【4】ドラム缶等に密閉する。 

【5】海洋投棄する（漁網等に包んで外洋に置いておく。） 

【6】粘土質の土地、又は底部をビニールシートで覆った穴に処分（一次保管）

する。 

【7】市中から離れた場所で野焼きする。 

出典：【技 24-1】水産廃棄物の処理（環境省、平成 31年 4月） 

 
（９）仮設トイレ等の管理 

仮設トイレ等の設置後、次の事項を勘案して計画的に仮設トイレ等の管理及

びし尿の収集･処理を行う｡ 

① 仮設トイレ等の衛生管理に必要な消毒剤、消臭剤等の確保・供給 

② 支援市町やし尿処理事業者等からの応援を含めたし尿の収集・処理体制の

確保 

③ 仮設トイレ等の悪臭や汚れへの対策として、仮設トイレ等の使用方法、維

持管理方法等について市による継続的な指導・啓発 
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４ 災害応急対応（応急対応後半）～災害復旧・復興 
 

４-１ 災害廃棄物処理 
（１）処理フローと処理スケジュールの見直し 

災害廃棄物の処理の進捗や性状の変化などに応じ、災害応急対応時に作成し

た処理フローの見直しを行う。 
処理・処分先が決定次第、処理フローへ反映させる。また、災害廃棄物の処

理見込み量の見直しが行われた場合には、適宜処理フローの見直しを行う。 
処理の進捗に応じ、施設の復旧状況や稼働状況、処理見込み量、動員可能な

人員数、資機材（重機や収集運搬車両、薬剤等）の確保状況等を踏まえ処理ス

ケジュールの見直しを行う。場合によっては、広域処理や仮設焼却炉の必要性

が生じることも想定する。 
 

（２）収集運搬の実施（継続） 
道路の復旧状況や周辺の生活環境の状況、仮置場の位置を踏まえ、収集運搬

方法の見直しを行う。 
収集運搬は水路を利用することもあるため、場合によっては、港湾や航路の

復旧状況についても確認する。 
 

（３）仮置場の管理・運営 
設定した処理期間内に、既存施設で災害廃棄物処理が完了できない場合、仮

設による破砕や焼却処理を行う仮置場の設置や広域処理が必要となる。 
設置に当たっては、効率的な受入・分別・処理ができるよう分別保管し、ま

た、周辺住民への環境影響を防ぐよう、設置場所・レイアウト・搬入導線等を

検討する。 
機械選別や焼却処理等を行う仮置場の配置計画に当たっての注意事項は、以

下のとおりである。 
 木材・生木等が大量の場合は、搬出又は減容化のため、木質系対応の破

砕機や仮設焼却炉の設置が考えられる。 

 がれき類等の災害廃棄物が大量の場合、コンクリート系の破砕機の設置

が考えられる。 

 PCB 及びアスベスト、その他の有害・危険物の分別や管理には注意する。 

 仮置場の災害廃棄物の種類や量は時間経過とともに変動するため、時間

経過を考慮した設計を行う必要がある。 

 市街地の仮置場や集積所には、対象となる廃棄物以外の不要（便乗）ご

みが排出されやすく、周囲にフェンスを設置し、出入口に警備員を配置

するなど防止策をとると同時に、予定より処理・保管量が増える可能性
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を念頭に置いておく。フェンスは出入口を限定する効果により不法投棄

を防止することに加え、周辺への騒音・振動等の環境影響の防止や目隠

しの効果が期待できる。 
 

適切な仮置場の運用を行うために、次の人員・機材を配置する。 
① 仮置場の管理者 
② 十分な作業人員、車両誘導員、夜間警備員 
③ 廃棄物の積上げ・積下しの重機 
④ 場内運搬用のトラック（必要に応じ） 
⑤ 場内作業用のショベルローダー、ブルドーザーなどの重機 
 
また、トラックスケールを設置し、持ち込まれる災害廃棄物の収集箇所、搬

入者、搬入量を記録し、重量管理を行うとともに、災害時の不法な便乗投棄等

による廃棄物の混入防止を図る。 
仮置場の返却に当たり、土壌分析等を行うなど、土地の安全性を確認し、仮

置場の原状回復に努める。 
 

（４）環境モニタリングの実施（継続） 
労働災害や周辺環境への影響を防ぐために、建物の解体・撤去現場や仮置場

において環境モニタリングを実施する。 
 環境モニタリングを行う項目は、平時の検討内容を参考にし、被害状況に応

じて決定する。災害廃棄物の処理の進捗に伴い、必要に応じて環境調査項目の

追加などを行う。 
放熱管の設置等により仮置場における火災を未然に防止するとともに、二次

災害の発生を防止するための措置を継続して実施する。 
また、 仮置場においては、温度監視、一定温度上昇後の可燃性ガス濃度測定

を継続して実施する。 
 

（５）被災自動車、船舶等 
被災自動車の状況を確認し、所有者に引き取りの意思がある場合には所有者

に、それ以外の場合は引取業者へ引き渡す。処理ルートを図 10 に示す。 

被災自動車の状況確認と被災域による撤去・移動、所有者の照会、仮置場に

おける保管、東日本大震災の事例については、「マニュアル No.5 被災自動車・

被災船舶の対応マニュアル」を参照すること。 

また、公益財団法人自動車リサイクル促進センター作成の「被災自動車の処

理に係る手引書・事例集」も参照すること。 
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被災域

（撤去・移動）

引取業者

所有者

仮置場

（保管）

フロン回収

業者
解体業者 破砕業者

自動車製造業者・輸入業者 指定再資源化機関

フロン類 エアバック類 シュレッターダスト

自動車リサイクル法ルート

 
出典：【技 1-20-8】廃自動車の処理（環境省、平成26年 3月） 

図 10 被災自動車の処理フロー 

 
被災船舶の処理フローを図 11 に示す。大型の船舶の場合、現場で解体作業を

行うケースもある。 

被災船舶の処理については、「マニュアル No.5 被災自動車・被災船舶の対応

マニュアル」を参照すること。 

登録販売店

（手続き一時保管）

所有者
FRP船リサイクルシステム

（一般社団法人日本マリン事業協会）

被
災
域

引取意志確認

仮置場

リサイクル

FRP船・所有者確認済み

（※）

木くず、FRP、スクラップ

保
管
場
所

指定引取場所

（引取、粗破砕、選別）

委託処理

業者

（FRP破材

の粉砕）

委託

セメント

工場

焼却 埋立混合

可燃

（※）

（※）

アスベスト、（FRP）、不燃物

 
出典：【技 1-20-10】廃船舶の処理（環境省、平成26年 3月） 

図 11 被災船舶の処理フロー 
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（６）選別・破砕・焼却処理施設の設置 
災害廃棄物の発生量・処理可能量を踏まえ、仮設焼却炉や破砕・選別機等の

必要性及び必要能力や機種等を決定する。 
設置場所の決定後は、環境影響評価又は生活環境影響調査、都市計画決定、

工事発注作業、設置工事等を進める。 
配置に当たっては、周辺住民への環境上の影響を防ぐよう検討する。 
設置に当たっては、制度を熟知した上で手続きの簡易化に努め、工期の短縮

を図る。 
 

（７）最終処分受入先の確保 
再資源化や焼却ができない災害廃棄物を埋め立てるため、最終処分先の確保

が重要である。処分先が確保できない場合は、広域処理となるが、協定により

利用できる最終処分場が確保できている場合は、搬送開始に向けた手続きを行

う。 
最終処分場を確保できていない場合には、必要に応じ県と協議の上、経済的

な手段・方法で災害廃棄物を搬送できる場所を確保する。 
 

（８）災害廃棄物処理実行計画の策定（継続）・見直し 
災害廃棄物処理実行計画を策定(継続)し、公表する。 
復旧・復興段階では、発災直後に把握できなかった被害の詳細や災害廃棄物

の処理に当たって課題等が次第に判明することから、処理の進捗に応じて実行

計画の見直しを行う。 
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 ４
-２

 
注

意
事

項
 

（
１

）
復

興
資
材

の
活

用
 

最
終

処
分
量

を
極

力
削

減
す
る

た
め

に
、
津

波
堆
積

物
、
コ

ン
ク
リ

ー
ト

が
ら

、
混

合
廃

棄

物
等
を

可
能

な
限

り
復

興
資

材
と

し
て

活
用

す
る

こ
と

を
基

本
と

す
る

。
災

害
廃

棄
物

ご
と

の
再
生

資
材

例
は

表
1
9
の
と

お
り
で

あ
る

。
 

東
日

本
大

震
災

で
は

、
復

興
資

材
や

再
生

資
材

の
受

入
先

が
決

ま
ら

な
い

た
め

、
利

用
が

進
ま
な

い
状

況
が

多
く

見
ら

れ
た

。
ま

た
、

利
用

に
あ

た
っ

て
は

、
要

求
品

質
を

定
め

る
必

要
が
あ

る
。

し
た

が
っ

て
、

復
興

資
材

や
再

生
資

材
の

利
用

に
つ

い
て

は
、

受
入

先
の

確
保

と
要
求

品
質

へ
の

対
応
等

が
必

要
に

な
る
。

 

県
で

は
発

災
後

に
迅

速
に

復
興

資
材

活
用

計
画

が
策

定
で

き
る

よ
う

、
令

和
２

年
１

月
に

「
復
興

資
材

活
用

方
針
（

案
）
」

を
作

成
し

た
。

 

 

表
 19

 
災
害

廃
棄

物
ご
と

の
再

生
資

材
の
例

 

災
害

廃
棄

物
 

再
生

資
材
 

コ
ン

ク
リ

ー
ト

が
ら

 
路

盤
材

、
骨

材
、

埋
め

戻
し

材
等

 
ア

ス
フ

ァ
ル

ト
が

ら
 

骨
材

、
路

盤
材

等
 

解
体

大
型

木
材

（
柱

材
、

角
材

）
 

パ
ー

テ
ィ

ク
ル

ボ
ー

ド
、

木
炭

、
そ

の
他

リ
ユ

ー
ス

材
、

燃
料

等
 

大
型

生
木

(
倒

木
、

流
木

) 
製

紙
原

料
、

木
炭

、
そ

の
他

リ
ユ

ー
ス

材
、

燃
料

等
 

木
く

ず
 

燃
料

等
 

津
波

堆
積

物
 

骨
材

、
路

盤
材

等
 

タ
イ

ヤ
 

チ
ッ

プ
化

（
補

助
燃

料
）

、
セ

メ
ン

ト
原

料
等

 
金

属
く

ず
 

金
属

ス
ク

ラ
ッ

プ
 

廃
家

電
（

家
電

リ
サ

イ
ク

ル
法

対
象

外
）
 

金
属

、
廃

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

 

出
典
：
東
日

本
大
震

災
に
よ

り
発
生

し
た
被
災

3
県
（
岩
手

県
・
宮
城
県
・
福
島
県

）
に
お
け

る
災
害

廃
棄
物

等
の
処

理
の

記
録
（

環
境
省

東
北
地

方
環
境

事
務
所

、
一
般
財

団
法
人

日
本
環

境
衛
生

セ
ン
タ

ー
、
平
成

26
年

9
月
）
 

 

（
２

）
土

壌
汚
染

対
策

法
 

仮
置

場
に

つ
い

て
は

、
3
,00

0
㎡

以
上

の
土

地
の

改
変

の
場

合
、

土
壌
汚

染
対

策
法

に
基

づ
く
届

出
が

必
要

に
な

る
。

ま
た

、
仮

置
場

と
し

て
の

使
用

で
は

、
土

壌
汚

染
の

お
そ

れ
が

あ
る
の

で
、

事
前

に
土

壌
調

査
を

し
て

お
く

必
要

が
あ

る
。

詳
細

は
県

計
画

及
び

「
マ

ニ
ュ

ア
ル

N
o
.2

仮
置
場

の
設

置
・

撤
去
手

続
き

マ
ニ

ュ
ア
ル

」
を

参
照

の
こ
と

。
 

 
（
３

）
生

活
環
境

影
響

調
査

 
生

活
環

境
影
響

調
査

は
、

設
置

を
要

す
る

廃
棄

物
処

理
施

設
に

つ
い

て
実

施
が

義
務

付
け

ら
れ
る

も
の

で
、

施
設

の
設

置
者

は
、

計
画

段
階

で
、

そ
の

施
設

が
周

辺
地

域
の

生
活

環
境

に
及
ぼ

す
影

響
を

あ
ら

か
じ

め
調

査
し

、
そ

の
結

果
に

基
づ

き
、

地
域

ご
と

の
生

活
環

境
に

配
慮
し

た
き

め
細

か
な

対
策

を
検

討
し

た
上

で
施

設
の

計
画

を
作

り
上

げ
て

い
こ

う
と

す
る

も
の
で

あ
る

。
 

「
廃

棄
物

処
理

施
設

生
活

環
境

影
響

調
査

指
針

」
（

平
成

18
年

9
月

4
日

、
環

廃
対

0
6
09
0
4
0
02

号
）
は

、
こ

の
生

活
環

境
影

響
調

査
が
、

よ
り

適
切
で

合
理
的

に
行

わ
れ
る

よ
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う
、
生

活
環

境
影

響
調

査
に

関
す

る
技

術
的

な
事

項
を

現
時

点
の

科
学

的
知

見
に

基
づ

き
と

り
ま
と

め
た

も
の

で
あ
る

。
 

廃
棄

物
処

理
施

設
の
設

置
手

続
き

及
び
生

活
環

境
影

響
調
査

の
内

容
に

つ
い

て
は
、「

マ
ニ

ュ
ア
ル

No
.
3
廃
棄

物
処

理
施

設
の
設

置
手

続
き

マ
ニ
ュ

ア
ル

」
を

参
照
の

こ
と

。
 

 
（
４

）
災

害
等
廃

棄
物

処
理

事
業
費

補
助

金
 

災
害

等
廃

棄
物

処
理

事
業

費
補

助
金

の
目

的
は

、
暴

風
、

洪
水

、
高

潮
、

地
震

、
そ

の
他

の
異

常
な

天
然

現
象

及
び

海
岸

保
全

区
域

外
の

海
岸

へ
の

大
量

の
廃

棄
物

の
漂

着
被

害
に

伴

い
、

市
町

村
が

実
施

す
る

災
害

等
廃

棄
物

の
処

理
に

係
る

費
用

に
つ

い
て

、
被

災
市

町
村

を

財
政

的
に

支
援
す

る
こ

と
で

あ
る
。

 

そ
の
概

要
は
、
以

下
の
と

お
り

で
あ

る
。
詳
細

に
つ

い
て
は

、「
マ
ニ

ュ
ア

ル
N
o
.
1
5
災

害

廃
棄

物
等

処
理
事

業
費

補
助

金
マ
ニ

ュ
ア

ル
」

を
参
照

の
こ

と
。

 

 

①
事

業
主

体
 
市

町
村

（
一
部

事
務

組
合

、
広
域

連
合

、
特

別
区

を
含
む

）
 

②
対

象
事

業
 
市

町
村

が
災
害
（
暴

風
、
洪
水

、
高

潮
、
地
震

、
津

波
そ

の
他
の

異
常

な
天

然
現
象

に
よ

り
生

ず
る

災
害
）
そ

の
他

の
事

由
（
災

害
に

起
因

し
な

い
が

、
海

岸
法
（

昭
和

31
年

法
律

第
1
0
1
号

）
第

3
条
に

定
め

る
海

岸
保
全

区
域

以
外

の
海
岸

に
お

け
る

大
量

の
廃

棄
物

の
漂
着

被
害

）
の

た
め

に
実
施

し
た

生
活

環
境
の

保
全

上
特

に
必
要

と
さ

れ
る

廃
棄

物
の
収

集
、
運
搬

及
び

処
分
に

係
る

事
業

及
び
災

害
に

伴
っ

て
便
槽

に
流

入
し

た
汚

水
の
収

集
、
運

搬
及

び
処
分

に
係

る
事

業
。
特
に

必
要

と
認

め
た
仮

設
便

所
、
集

団
避

難
所
等

の
し

尿
の

収
集
、
運

搬
及

び
処

分
に
係

る
事

業
で

あ
っ
て

災
害

救
助

法
（

昭
和

2
2
年

法
律
第

11
8
号
）

に
基
づ

く
避

難
所

の
開

設
期
間

内
の

も
の

。
 

③
補

 
助
 
率
 
1
／

2 

④
補

助
根

拠
 
廃

棄
物

の
処
理

及
び

清
掃

に
関
す

る
法

律
（

昭
和

4
5
年

法
律
第

13
7
号
）

 

第
2
2
条
 

国
は

、
政

令
で

定
め

る
と

こ
ろ
に

よ
り

、
市

町
村

に
対

し
、
災
害

そ
の

他

の
事

由
に

よ
り

特
に

必
要
と

な
っ

た
廃

棄
物

の
処
理

を
行

う
た

め
に
要

す

る
費

用
の

一
部

を
補

助
す
る

こ
と

が
で

き
る

。
 

廃
棄
物

の
処

理
及
び

清
掃

に
関

す
る
法

律
施

行
令

（
昭
和

46
 
年

政
令

第
3
0
0 
号

）
 

第
2
5
 
条
 

法
第

2
2 
条

の
規

定
に

よ
る
市

町
村

に
対

す
る
国

の
補

助
は

、
災

害
そ
の

他
の

事
由

に
よ

り
特

に
必
要

と
な

っ
た

廃
棄

物
の
処

理
に

要
す

る
費
用

の

２
分

の
１

以
内

の
額

に
つ
い

て
行

う
も

の
と

す
る
。

 

（
参
考

）
災

害
等
廃

棄
物

処
理
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・平成 19 年に災害起因以外の海岸漂着物による漂着被害について補助メ

ニューとして追加（災害等廃棄物処理事業の「等」に該当） 

⑤そ の 他 本補助金の補助裏分に対し、8割を限度として特別交付税の措置がなさ

れ、実質的な市町村等の負担は 1 割程度となる。 

 
（５）廃棄物処理法による再委託禁止の緩和 

廃棄物処理法では、市町が一般廃棄物処理を委託した場合、受託者の再委託

は禁止されている。東日本大震災においては、再委託について時限的に特例措

置が取られ、災害廃棄物の迅速な処理に役立った経緯等を踏まえ、廃棄物処理

法施行規則が改正（平成 27年 8月 6日施行）され、非常災害時には、一定の要

件を満たす者に再委託することが可能である。 
 

（６）海洋投棄 
腐敗性のある水産廃棄物への対応として、緊急度に応じて、限定的な海洋投

棄等の方法を関連法令に留意し、衛生環境を確保しながら行う必要がある。こ

のような措置を行う必要がある場合は、まず、県及び国と協議を行うこととす

る。 
海洋投棄の具体的な方法としては、プラスチックや紙等の容器をできるだけ

分離した当該廃棄物を、輸送途中で流出しにくく、かつ外洋で海水が入るよう

にするため、漁網等の用具を用いて海洋投棄する。 
（例）防波堤の外（外海）にトロール網や底引き網のような大きな網で囲んだ

スペースを作り、その中に重機で踏んで破袋した廃棄物を、分別せずにショベ

ルローダー等で投入し、網ごと外洋に持っていき定置網のようにしておく。 
 

（７）地元雇用 
地元企業、団体等との協力体制の構築と処理業務における積極的な地元雇用

について推進していく。 
 

（８）産業廃棄物処理事業者の活用 
災害廃棄物の性状は、産業災害廃棄物である建設業に係る廃棄物に相当する

ものが多く、それらの廃棄物を扱っている事業者の経験、能力の活用も検討す

る。 

自区内の産業廃棄物事業者が所有する前処理や中間処理で使用する選別・破

砕施設及び焼却施設、最終処分場などの種類ごとの施設数・能力、並びに災害

時に使用できる車種ごとの車両保有台数などの調査を行い平時に継続的に更新

するとともに、協力・支援体制を構築する。 
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富士市被災動物救護計画 

 
予想される東海地震等の大規模災害発生時の被災動物の救護を目的として、飼い主によ

る動物管理の徹底の呼びかけと、富士市と獣医師会および関係機関の被災動物救護活動の

手順について定める。なお、当該計画は、「静岡県被災動物救護計画」に基づきその手順等

について補足するものである。 
 
１．大規模震災等による被災動物の発生 

阪神・淡路大地震規模の災害に見舞われた場合、（阪神での被災・収容動物の取扱実績か

ら）富士市の畜犬登録数約 15,000 頭であるが、そのうち数百～一千頭近い動物が被災し、

100 頭程度の飼い主不明の動物が発生すると見込まれる。 
また、地区避難所が飽和状態にあるときや、高齢者の単身世帯等で飼い主による動物の保

管ができなくなる状態が少なからず生じると思われる。 
 
２．平常時の対策 

飼い主は、日頃から人への危険防止やトラブルを回避するため、正しい飼育方法・しつけ

を行うこと。動物には必ず登録鑑札および注射済票を付け飼い主の連絡先が分かるように

すること。また、災害に備え動物用の餌／飲料水の備蓄、自身が被災した場合の動物の受入

れ先（遠隔地に住む家族、知人等）を確保しておくこと。 
市、保健所、獣医師会、動物愛護団体および動物取扱業組合等は連携して市内の動物の動

態状況の把握に努めるとともに、災害時を想定した飼い主による動物管理責任の徹底を呼

びかける。 
 
３．災害時の対応 
 飼い主は、被災時の混乱に乗じて動物が逃避しないよう努め、自宅において飼育管理する。

被災により自宅での飼育が困難な場合、あらかじめ決めておいた受入れ先に搬送すること。 
 
避難所の対応について 

避難所への被災動物の受け入れについては、災害の規模や地域差、その他の状況を考慮し

て各避難所運営委員会が判断を行う。飼い主は避難所運営委員会の指示に従い、他の被災者

との円滑な共同生活のため動物の適正管理を行う。 
 

市の役割について 
市は(一社)静岡県動物保護協会、獣医師会、保健所（県）、ボランティア、自治会等の関係

機関の協力を得て被災動物の情報収集に努める。また、必要に応じて被災動物を保護・収容

する被災動物救護センターを開設する。 
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４．被災動物救護センター（係留所）の業務 
被災動物救護センターは狂犬病等の発生／蔓延の予防、動物による事故の防止、飼い主不

明の動物をすみやかに返還することを目的とし、富士保健所動物保護管理所で収容しきれ

ない行方不明犬、また被災により飼い主による管理ができない犬等を最大で１ヶ月間預か

る。 
行方不明動物については特徴等を救護センター及び避難所の掲示板に貼り出し、飼い主

の引き取りを求めると同時に、飼育希望者を募り預かり期間を終了したものから引き渡し

を行う。 
被災により、やむをえず動物の預かりを依頼する飼い主は、動物の管理に関する誓約書を

提出し、期間終了までに今後の飼育場所を確保し必ず引き取る。 
 
５．被災動物救護ボランティアについて 

災害発生直後、被災動物の救護等について行政職員では対応が困難である。そのため、委

嘱動物保護管理指導員を中心とし各地区での動物の救護状況報告を行うボランティアとし

て協力を求める。また、県被災動物救護計画に基づき登録されたボランティアの受入れを行

い、災害発生時には被災動物の救護および地域の状況把握、また市内 4 箇所の救護センタ

ーの管理業務を交代して行う。 
 
６．救護センターへ収容されない被災動物への支援 

被災動物の大多数は被災者とともに自宅または避難所等にいるため、各地区避難所指導

者、救護ボランティアを通じて救護センターより餌等の供給を行う。 
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富士市被災動物救護センター運営要領 

 
・ 救護対象：飼い主不明の犬、被災により自宅等で飼育ができない状況にある犬等。 
 
・ 開設時期：災害発生時より 1 ヶ月後程度で開設 
 
・ 保管条件：動物を保管できる期間は最大で 1 ヶ月とする。 

保管を依頼した飼い主は期間終了までに動物を飼育できる状況を確保し必

ず引き取ること。 
飼い主不明の動物で期間を終了しても飼い主が現れない場合は、飼育希望者

への譲渡を行う。なお、保管期間中の事故、トラブル、病気の発生等に関し

て一切責任を負わない。また、ストレス等で体調を崩す・死亡する可能性が

高いため飼い主からはその旨の誓約書を提出していただく。 
 
・収容施設について： 

イ．富士保健所 動物保護管理所（犬 35 頭 猫 20 頭） 
※保健所では原則として「被災動物の一時預かり」は行えない。 

 
ロ．（富士市）被災動物救護センター 

設備：緊急時用ゲージ 50 個程度（静岡県全体で 600 個）、および簡易テント 
緊急災害時動物救援本部、静岡県動物保護協会、ほか団体より借用予定。 
保健所、救護センター合わせて最大 100 頭の動物の収容を想定 

候補地 
①東部地区 東部市民プラザ南側空地             犬 30 頭 
②北部地区 大淵公園                    犬 20 頭 
③西部地区 旧富士川クリーンセンター（東側テント倉庫前）  犬 20 頭 
④南部地区 入道樋門公園                  犬 30 頭 

 
・救護センターでの餌について 

県協会を通じて、(公社)日本愛玩動物協会、ペットフード関連会社、愛護団体等へ協力要

請を行い供給を行う（被災後 1 ヶ月程度を予定）。それまでは保健所／動物病院の備蓄等で

賄う。不足分はペットショップ、食料品店、市民等からの提供を募る。 
 
・救護センターで預かった動物は、飼い主が引き取れる状況になり次第返却を行い、行方不

明動物については飼育希望者への譲渡を進め、富士保健所動物保護管理所で保管できる頭

数になり次第撤収する。 
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・救護センターの業務スケジュール 
飼育管理スケジュール 

9:00 職員・ボランティア参集、状況報告  
9:30 散歩、排便、給餌 職員、ボランティアで協力 
 清掃 〃 
正午～ 獣医師による回診 １～2 日に一度、協力獣医師による 

当番制 
15:00 散歩、排便、給餌 職員、ボランティアで協力 
16:30 閉門（以降立入禁止）  

 
 
・ 被災動物救護センターの職員、ボランティアの配置について 
①東部市民ﾌﾟﾗｻﾞ南側空地 3 名～（富士市被災動物救護対策本部兼東部被災動物救護ｾﾝﾀｰ） 

1 センター責任者 市衛生班職員等  
2 動物保護指導者 動物保護第 2 指導班  
3 健康管理者 獣医師会 東部地区の獣医師による当番制 
4 ボランティア 市民等 保護管理指導員、市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱなど 
5 〃 〃 〃 

②大淵公園    3 名～（北部被災動物救護センター） 
1 センター責任者 市衛生班職員等  
2 動物保護指導者 動物保護第 2 指導班  
3 健康管理者 獣医師会 北部地区の獣医師による当番制 
4 ボランティア 市民等 保護管理指導員、市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱなど 
5 〃 〃 〃 

③旧富士川クリーンセンター（東側テント倉庫前） 3 名～（西部被災動物救護センター） 
1 センター責任者 市衛生班職員等  
2 動物保護指導者 動物保護第 2 指導班  
3 健康管理者 獣医師会 西部地区の獣医師による当番制 
4 ボランティア 市民等 保護管理指導員、市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱなど 
5 〃 〃 〃 

④入道樋門公園 3 名～（南部被災動物救護センター） 
1 センター責任者 市衛生班職員等  
2 動物保護指導者 動物保護第 2 指導班  
3 健康管理者 獣医師会 南部地区の獣医師による当番制 
4 ボランティア 市民等 保護管理指導員、市民ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱなど 
5 〃 〃 〃 
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被災動物救護計画に係わる連絡系統組織図 

 
市民、自治会など  各地区避難所長 

 
被災動物救護ボランティア 

 
        地区での動物被災状況、避難所での動物収容状況などの報告 
 

富士市被災動物救護対策本部(東部) 東部市民プラザ南側空地 防災無線 
 北部被災動物救護センター 大淵公園内 防災無線 

西部被災動物救護センター 旧富士川ｸﾘｰﾝｾﾝﾀｰ内 防災無線 
南部被災動物救護センター 入道樋門公園内 防災無線 

 
 

動物保護協会

富士地区支部 

富士市（事務局） 環境総務課 55-2768 
富士宮市 環境企画課 0544-22-1136 
県獣医師会富士支部 あい動物病院 0545-72-0525 

 
   被災状況の報告           餌・ケージ等の提供 

    物品供給の要請           専門員の派遣、登録ボランティアの派遣 
 

(一社)静岡県動物保護協会本部 054-251-6036 

静岡県健康福祉部生活衛生局衛生課 054-221-2448 

(公社)日本獣医師会、(公社)日本愛玩動物協会、JKC、ﾍﾟｯﾄﾌｰﾄﾞ/医薬品会社ほか 
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富士市災害時遺体措置計画 

第 1 項 計画の概要 
１ 計画の目的 

この計画は、大規模災害時等に多数の死者が発生することを想定し、遺体の搬送や処

置等の実施項目について定めたものである。 
大規模災害等に備え、関係各班の遺体措置に係る業務をあらかじめ定めておき、搬

送・収容、遺体収容所の開設、検視・検案、遺体の処置、引渡し、必要な資機材の調達

等の業務を支障なく実施することを目的とする。 
 
２ 被害想定 

静岡県第 4 次地震被害想定によると富士市の被害が最大となるケースは、下記のとお

りである。 
全壊建物 半壊建物 最大避難者 死者 重傷者 中等傷者 
6,180 棟 12,390 棟 26,666 人 140 人 520 人 2,340 人 

 
３ 遺体措置の主な流れ 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
４ 遺体収容所 

(1) 遺体収容所については下記の場所とする。 
富士市立富士体育館 
住所：富士市御幸町 8-1 
電話：53-0900  ＦＡＸ：53-0702 

(2) 施設の開設期間は災害救助法に基づき、原則 10 日間とする。 
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５ 遺体措置の期間 
原則として災害発生の日から 10 日間とする。ただし、11 日目以降も遺体措置の必要

がある場合には、遺体措置の期間内（10 日以内）に下記の事項を明らかにして、期間の

延長を知事に申請する。 
・ 延長の期間 
・ 期間の延長を必要とする地域 
・ 期間の延長をする理由 
・ その他（期間の延長をすることによって、措置される遺体の数など） 

  
６ 遺体措置に係る各班の派遣人数 

部 班 現地派遣人数 備考 

福祉部 福祉総務班 4 業務を総括するため、副班長を派遣する。 

市民部 市民窓口班 3 市民課戸籍担当職員 

医務部 医務班 5 看護師 

他班からの動員 10 動員班による 

 
７ 災害対策本部での遺体措置に係る業務内容及び担当班 

部 班 備考 

総括部 

総括班 関係協力機関との連絡・調整 

情報班 情報の収集 

広報班 報道関係者の規制 

市民部 市民窓口班 斎場との連絡・調整 

福祉部 福祉総務班 
災害救助法事務 
現地との連絡・調整 

保健部 保健班 

医師会・歯科医師会との連絡・調整 
県へ検案医師・歯科医師の派遣要請 
県へ看護師の派遣要請 
県へ保健師・臨床心理士・カウンセラー等の派遣要請 

消防部 支援班 消防団の動員 
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８ 現地での遺体措置に係る業務内容及び配置人数 
業務内容 人数 担当 

遺体収容所の総括 1 福祉総務班副班長 

遺体収容所の開設  全員 

遺体の受付 2  

市民の受付 1  

遺族との相談 2  

遺体の処置（洗浄・消毒） 10 看護師ほか 

遺体の引渡し 4  

死亡届・埋火葬手続き 3 市民窓口班 

遺体の問合せ 1  

災害対策本部との連絡調整 1  

遺族・職員のケア （1） 県へ保健師等の派遣を依頼する 

施設内の遺体の搬送 4  

遺体収容所までの遺体の搬送  警察 自主防災会 消防団等 

  
９ 注意事項 

(1) 遺体の取り扱いについては、遺族に十分配慮し、常に丁寧に対応する。 
(2) 遺体の取り違えには十分注意し、書類等の引継ぎを正確に行う。 
(3) 外国人の遺体については、文化・宗教・習慣の違いを配慮し、取扱いについては

遺族の意見を聴く。 
(4) 遺体の取扱時には、感染症の危険性もあるため、遺体の体液や血液が直接肌等に

触れないよう細心の注意を払い、取り扱った後は必ず消毒する。 
(5) 業務を通じて知り得た情報については、守秘義務を厳守する。 

 
10 遺体の処置に係る職員について 

遺体の処置（洗浄・消毒）に係る職員の配備期間は原則 3 日以内とする。 
また、業務の性質上、身体的・精神的な負担が大きいため、1 人あたりの業務時間は

原則 8 時間以内とする。 
あらかじめ人数が不足することが予想されるため、災害対策本部を通じて、県のほか、

警察等へも協力を依頼する。 
 
11 自主防災会等への周知 

遺体収容所の場所や遺体の搬送等について、学校防災教育連絡会議等を通じて自主防

災会への周知に努めるとともに、富士市地域防災計画にも記載する。 
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12 訓練の実施 
富士警察署や富士市医師会等と協力して、遺体収容所の開設訓練を随時実施する。 

 

第 2 項 遺体措置業務の内容 
１ 遺体の搬送・収容 

(1) 遺体収容所までの遺体の搬送は、原則警察が実施するが、警察が搬送できない場

合は、地区班を通じて可能な限り自主防災会に搬送を依頼する。 
(2) 地区班が住民から遺体発見の連絡を受けた場合には、災害対策本部を通じて富士

警察署へ連絡する。 
自主防災会が搬送できずに、警察から災害対策本部を通じて搬送を依頼された場

合には、原則消防団が現場に向い状況を確認し、遺体収容所まで搬送する。その

際、発見者に遺体を発見したときの状況等を聴き取り、可能な範囲で、「遺体個

票兼遺体収容票」（様式 2）に記入する。 
(3) 救護所に運ばれた遺体や救護所で亡くなった遺体については、災害対策本部を通

じて富士警察署へ連絡する。 
警察から災害対策本部を通じて搬送を依頼された場合において、自主防災会また

消防団が搬送できない場合には、地区班が遺体収容所まで搬送する。その際、発

見者や救護所までの搬送者に遺体を発見したときの状況等を聴き取り、可能な範

囲で、「遺体個票兼遺体収容票」（様式 2）に記入する。 
(4) 救護病院で亡くなった遺体の取扱いは、災害対策本部を通じて警察及び救護病院

と協議して決定する。 
(5) 遺体の搬送について人手が足りないときは、災害対策本部を通じて、協定業者等

に協力を依頼する。 
(6) 遺体収容所へ搬送された遺体は、受付を行い、遺体一時安置場所へ毛布に包んで

収容する。受付から一時安置場所までの搬送は、警察のほか遺体収容所へ搬送し

てきた者に協力を依頼する。 
 
２ 遺体収容所の開設 

(1) 遺体収容所は、富士市立富士体育館とする。 
(2) 屋内施設の使用については、応急危険度判定を実施した結果、安全と判断された

場合にのみ使用できることとする。 
(3) 開設の時期は警察から遺体収容所の開設を依頼されたときとする。 
(4) 災害対策本部を通じて、遺体収容所の開設や検視・検案、洗浄等に必要な資機材

の提供を協定業者に依頼する。 
(5) 遺族等の心情を考慮し、敷地内への関係者以外の立入りを一切禁止する。 
(6) 開設の流れは次ページのとおりとする。 
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遺体収容所開設の流れ 

① 南海トラフ地震が発生したら、担当職員は非常持ち出し品を持って消防防災

庁舎 7 階大会議室に参集する。その後富士体育館へ移動し、施設の被災状況

（電気・水道・ガス・トイレ・電話・無線等）の確認、及び建物の簡易診断

を実施する。また、避難者や報道等が敷地に入らないよう、立入禁止の措置

も併せて実施し、同時に応急危険度判定を災害対策本部へ依頼する。 
② 資料 1-1 を参考に遺体収容所開設のために不足している資機材を確認、災害

対策本部へ要請する。 
③ 遺体の処置には水を使用するため、吉原まちづくりセンター防災倉庫に備蓄

しているバルーン水槽を運び出し、遺体洗浄場所（資料 2-2 参照）に水を貯

めた状態で設置する。 
④ 資料 2 を参考に駐車場内の遺体処置スペースの設営を実施する。 
⑤ 応急危険度判定の結果、安全と判断された場合には資料 2 を参考に屋内施設

の設営を実施する。体育館の床全面に、施設保護のためのビニールシートを

敷く。 
⑥ 遺体収容所の設営が完了したら、速やかに災害対策本部まで報告する。同時

に警察・医師の派遣依頼を実施する。 
 
３ 遺体の受付 

(1) 遺体の受付を体育館駐車場に設置し（資料 2-2 参照）、搬送者から聞き取りを行い、

搬送者の氏名、遺体の氏名、遺体の発見場所、住所等を確認し、確認できた内容に

ついて「遺体個票兼遺体収容票」（様式 2）を作成する。搬送者が既に現場や救護所

等で作成している場合は、遺体ナンバーなどを記入し完成させる。 
(2) 遺体識別バンドに遺体ナンバー・氏名を記入し、遺体の手首等見える位置に取り付

ける。 
(3) 遺品等については、どの遺体のものか分かるよう、遺品を収納する袋やダンボール

等に「遺体個票兼遺体収容票」（様式 2）の遺体ナンバーを記入して保管する。 
(4) 受付が終わった遺体は、検視・検案に必要な範囲で洗浄をする。 
(5) 「遺体個票兼遺体収容票」（様式 2）をもとに「遺体安置状況表」（様式 1）を作成す

る。 
(6) 遺品は、一時預かり所で保管し、遺体の検視・検案、洗浄・消毒終了後、遺体とセ

ットにして、遺体安置所で保管する。 
(7) 「遺体個票兼遺体収容票」（様式 2）は検視・検案や遺体の処置の際に使用するので、

遺体を搬送する際は、その担当の者へ必ず引き継ぎを行う。 
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４ 遺体の検視・検案 
(1) 遺体の検視・検案場所は資料 2-2 のとおりとし、体育館 1 階駐車場内に設置する。 
(2) 遺体の検視については警察官が実施する。 
(3) 検視・検案が終わるまで、遺族は遺族待合所で待機してもらう。 
(4) 遺体の検案については、医師が実施する。 

検案医師については、災害対策本部を通じて富士市医師会へ派遣を依頼するが、

医師の派遣ができないと判断された場合には、静岡県東部方面本部へ検案医師の

派遣を要請する。 
(5) 身元不明の遺体の検案には、歯科医師が同席し、身元確認のために歯牙鑑定を実

施し、歯牙の写真を撮影する。 
歯科医師については、災害対策本部を通じて歯科医師の派遣を依頼するが、歯科

医師の派遣ができないと判断された場合には、静岡県東部方面本部へ歯牙鑑定の

ための歯科医師の派遣を依頼する。 
(6) 検視・検案については、原則収容された順番とするが、安置場所のスペースの状

況により、身元不明の遺体よりも身元が分かっている遺体を優先する。 
(7) 検視・検案の結果、事件性があると判断された遺体については、警察に引き渡し、

その後の取扱いについては警察と協議して決定する。 
 
５ 遺族への説明 

(1) 遺族が判明しており、遺体収容所にいる場合には、遺体の処置をする前に下記の

事項について、遺族へ説明を行う。 
(2) 遺族への説明には、警察官に立会いを依頼する。 

 
説明の流れ 

① 遺族へお悔みの言葉をかける 
② 検視・検案が終了している場合には、死体検案書を遺族へ渡す。検視検案が

終了していない場合には、終了後、死体検案書を遺族へ渡すことを伝える。 
③ 死体検案書は死亡届の申請の際に必要であることを伝える。 
④ 遺体の洗浄方法について簡単に伝える。 
⑤ 洗浄は強制ではないことと、洗浄を希望しない場合はそのまま引き渡すこと

ができる旨を伝える。 
⑥ 引渡しの場所（遺体安置所）を伝える。 
⑦ 自宅への搬送が遺族では出来ない場合には協定業者に依頼するため、遺族で

搬送できるかを確認する。自宅への搬送や葬儀代などは遺族の負担となるこ

とを伝える。 
⑧ 自宅の全壊などにより、遺体の引き受けを出来ない遺族については、火葬の

手続きが完了するまで、遺体収容所で安置し、協定業者に依頼して直接火葬

場まで搬送できることを伝える。（この時の搬送等の費用は災害救助法の適

用内） 
⑨ 引渡し後は、死亡届と埋火葬許可申請の手続きが必要であることを伝える。 
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６ 遺体の処置（洗浄・消毒等） 
(1) 検視・検案の前に必要な範囲で洗浄をあらかじめ行っておく。 
(2) 遺体の処置には、感染症を防ぐため簡易防護服・マスク・手袋・ゴーグル等を着

用する。 
(3) 動員班は、職員 1 人ごとの負担を軽減するため、遺体処置のための職員を他の班

と調整し動員する。 
(4) 災害対策本部を通じて遺体を処置するための看護師の派遣を静岡県東部方面本部

に依頼する。 
(5) 遺体を処置するためのボランティアの派遣については、災害対策本部を通じて災

害ボランティア支援本部に依頼する。 
(6) 遺体の処置を行う場所は資料 2-2 のとおりとする。 
(7) 資機材や水等が不足する場合には、速やかに災害対策本部へ連絡する。 
(8) 遺族の遺体の処置への参加については、原則禁止とする。 
(9) 処置の終わった遺体は、遺体収納袋又は棺に収容する。 

 
７ 遺体の安置 

(1) 処置が終わった遺体を安置場所へ搬送する（資料 2-1 参照）。 
(2) 氏名及び遺体ナンバーを記載した名札を遺体収納袋又は棺に貼付する。 
(3) 遺体収納袋又は棺に入っている遺体の上にドライアイスを敷き詰める。 
(4) 身元不明の遺体については、遺体・所持品の写真を撮影し、身元不明遺体安置場

所へ搬送する（資料 2-1 参照）。 
(5) 遺体の安置場所には、遺族心情を考慮し、災害対策本部を通じて協定業者に祭壇

等の設置を依頼する。 
(6) なお、遺体の安置場所については、富士体育館の安置場所が足りなくなった場合

や、遺族からの申し出があった場合などには、協定業者に協力を依頼する。 
(7) 身元不明遺体の安置期間は下記のとおりとし、安置期間が過ぎた遺体は火葬し、

遺品と共に保管する。 
・ 4 月～10 月 検視・検案終了後 3 日間 
・ 11 月～3 月 検視・検案終了後 1 週間 
※ ただし、遺体の腐敗状況等を考慮し、臨機応変に対応する。 

(8) 遺骨の保管期間については 5 年間とし、期間を過ぎた後の埋蔵等については、環

境総務課と協議の上決定する。 
 

８ 遺体の引渡し・埋火葬手続き 
(1) 遺体の引渡し窓口を設置する。（資料 2-1 参照） 
(2) 処置が完了した遺体については、速やかに遺族へ引き渡す。 
(3) 遺族へ引き渡す際は、「遺体個票兼遺体収容票」（様式 2）又は「遺体安置状況票」

（様式 1）を基に、遺体安置所で遺体・遺品を遺族と確認するとともに、「遺体及

び遺品引取り書」（様式 3）に必要事項を記入の上、引取り者に住所・氏名・続

柄・連絡先を記入してもらう。 
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(4) 遺族へ引渡し後「遺体安置状況表」（様式 1）に必要事項を記入し、完成させる。 
(5) 「遺体及び遺品引取り書」（様式 3）に記入してもらった後、死亡届・埋火葬許可

申請窓口（位置は資料 2-1 参照）に案内し、死亡届書及び埋火葬許可申請書を記

入、提出してもらう。 
(6) 死亡届及び埋火葬許可申請の受付、埋火葬許可証の発行業務は市民窓口班が担当

し、住民登録状況の確認は災害対策本部の市民窓口班と電話・ＦＡＸ・無線等で

交信する。 
(7) 住家が全壊したなどの理由により遺体を引き取れない遺族については、埋火葬の

手続きが終了し、埋火葬に搬送されるまでは、遺体収容所で安置する。 
(8) 遺体を直接火葬場へ搬送する際は、災害対策本部を通じて協定業者に依頼する。 
(9) 遺体を自宅へ搬送する際はできる限り遺族へお願いするが、交通手段や遺族の心

情を考慮し遺族での搬送が不可能だと判断されたときは、災害対策本部を通じて

協定業者に搬送を依頼する。 
(10) 遺体の火葬等の手続きについては、市民窓口班マニュアルによるものとする。 

 
９ 遺体等についての問い合わせ・災害対策本部との連絡調整 

(1) 遺体等についての問合せ窓口を資料 2-1 のとおり設置する。 
(2) 問合せ窓口には「遺体安置状況票」（様式 1）「遺体個票兼遺体収容票」（様式 2）

を配置する。 
(3) 分かりやすい場所に掲示板を設置し、身元不明の遺体や遺族が判明していない処

置済の遺体等についての情報を次ページのとおり掲示する。 
【身元が判明しているが遺族が判明していない遺体】 
 ・氏名 ・住所 ・年齢 ・性別 
【身元不明の遺体】 
 ・性別 ・身長 ・おおよその年齢 ・身体的特徴 ・発見日時  

・発見場所 ・所持品の写真 ・身体的特徴部分の写真 
(4) 身元不明の遺体や遺族が判明していない遺体の情報については、遺体個票兼遺体

収容票の内容を災害対策本部・警察本部へ報告する。 
(5) 災害対策本部への報告は、イントラネット・メール・ＦＡＸを使用し、送信した

ことを災害対策本部情報処理システムの災害情報に入力する。 
上記のものが全て使用できない場合は、無線を使用して報告する。 
報告は 1 日 1 回とし、16 時段階のものを 17 時までに総括班へ報告する。 

 
10 遺族・職員のケア 

(1) 遺族及び職員の健康相談窓口を設置する。 
(2) あらかじめ、災害対策本部を通じて、県へ保健師や臨床心理士、カウンセラー等

の派遣を依頼する。 
(3) 窓口の設置時間は 8 時 30 分～17 時までとする。 
(4) 体調や気分が悪くなった職員のために、休憩部屋を柔道場に設置する。 
(5) 遺体措置業務の中でも、特に遺体の処置の業務は精神的な負担が大きいため、業
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務にあたる時間や日数については十分配慮する。 
11 災害救助法の適用に係る事務処理 

(1) 大規模災害時には、下記の事項について災害救助法が適用される。 
・ 埋葬 
・ 死体（遺体）の捜索 
・ 死体（遺体）の措置 

(2) 災害救助法に係る事務処理は福祉総務班が実施する。 
(3) 実施状況、証拠書類等（災害救助法 様式 19～20 の 2）については、救助事務完

了後速やかに作成し、県へ報告する。 
(4) 日報（災害救助法 様式 1 の 3）は県への報告が毎日必要なため、下記の事項につ

いて 16 時段階の状況を集計し、17 時までに福祉総務班の災害救助法担当に報告

する。 
・ 当日（16 時現在）の埋火葬完了数（大人○○体・子供○○体） 
・ 死体（遺体）の発見数 
・ 死亡原因別人員（直接死○○人・その他○○人） 
・ 死体（遺体）洗浄数 
・ 死体（遺体）消毒数 
・ 死体（遺体）縫合数 ※原則富士市では実施しない予定 

(5) その他災害救助法に係る事務処理の詳細については、災害救助の手引きを参照。 
 
12 遺体収容所の縮小・閉鎖 

(1) 災害対策本部は、遺体の収容数等や搬送数を考慮し、富士警察署と協議のうえ、

遺体収容所の縮小や閉鎖を決定する。 
(2) 遺体収容所を閉鎖する場合には、市民へ広報するほか、身元不明の遺骨の引渡し

場所や問合せ先についても広報する。 

資料１-１
遺体処理の業務及び必要資機材

業務 業務の詳細 必要な資機材

開設

施設の開錠
無線の開設
立ち入り禁止の措置
必要資機材の確認・ 不足資機材の報告
体育館にビニールシート を敷く
バルーン水槽に水を貯めておく
屋内の設営（ 応急危険度判定終了後）

施設の鍵　 無線　 ト ラロープ　 うま
ビニールシート 　 パーテーショ ン バ
ルーン水槽　 発電機　 コピー機
パソコン

搬送 遺体収容所までの搬送 担架　 手袋　 マスク　 消毒液

受付
遺体の受付
遺体個票兼遺体収容票の作成
遺体安置状況票の作成（ 一部）

椅子　 机　 筆記用具　 ダンボール　 ビ
ニール袋　 遺体識別バンド
遺体個票兼遺体収容票
遺体安置状況票

収容・ 搬送 受付・ 処置が完了した遺体の搬送・ 収容
担架　 手袋　 マスク　 消毒液
エプロン 毛布

検視・ 検案 検視・ 検案場所の設営

ビニールシート 　 手袋　 マスク
消毒液　 投光機　 発電機　 脚立　 机
扇風機　 ビニール袋　 お香
死体検案書

面会・ 相談

遺族を遺体と面会させる。
洗浄方法や引渡しなど、 これからの流れについて
説明する。
洗浄を拒否する場合には、 遺体を収納袋等に入れ
て引き渡す。

机　 椅子　 筆記用具　 簡易ベッド　 毛
布　 お香

洗浄・ 消毒 遺体の洗浄・ 消毒を行う

簡易防護服　 耐薬品用手袋
マスク　 消毒液（ オスバン）
ゴーグル　 バルーン水槽
ビニール袋　 バケツ　 長靴
浴衣　 割り箸　 ガーゼ　 綿　 包帯
簡易ベッド

保管

処置が終わった遺体を遺体収納袋又は棺に入れ、
保管する。
遺体収納袋又は棺に氏名及び遺体ナンバーを記載
した名札を貼り付ける。
身元不明の遺体については、 遺体・ 所持品の写真
を撮影し、 身元不明遺体安置所で保管する。

遺体収納袋　 棺　 ドライアイス
白地の布　 カメラ　 名札
遺体安置状況票　 筆記用具
祭壇（ 協定業者）

引渡し

遺族への遺体の引渡し
遺族へ遺体及び遺品引取り書の記入をお願いす
る。
遺体安置状況表の作成

机　 椅子　 筆記用具
遺体及び遺品引取り書
遺体安置状況票

死亡届等
手続き

死亡届の受理
埋火葬許可証の発行
火葬場との連絡調整

机　 椅子　 死亡届
埋火葬許可申請書　 無線　 筆記用具
パソコン

問い合わせ
連絡・ 調整

遺体等についての問い合わせ対応
身元不明の遺体や遺族が判明していない遺体につ
いて、 情報を掲示板に掲示する。
本部へ身元不明遺体等の情報を報告する。

電話　 無線　 Ｆ ＡＸ 　 筆記用具
机　 椅子　 パソコン
掲示板　 遺体個票兼遺体収容票

心のケア 遺族・ 職員の健康相談 机　 椅子　 筆記用具

（資料1-1） 資料５－１４



資料１ －２

必要資機材調達先一覧

品名 調達先 品名 調達先

発電機 5 台 八代町倉庫 施設の鍵 1 本 スポーツ振興課

ビニールシート 200 枚 八代町倉庫
死亡届
死体検案書

300 枚 市民課

ト ラロープ 5 巻 八代町倉庫 埋火葬許可申請書 300 枚 市民課

工事用うま 10 台 八代町倉庫 オスバン 100 本 環境総務課

ビニールシート 200 枚 八代町倉庫 無線 1 基 防災危機管理課

担架 4 台 八代町倉庫 バルーン水槽 2 基 吉原まちセン

使い捨て手袋 1, 000 枚 八代町倉庫 簡易防護服 100 着 消防署各分署

使い捨てマスク 500 枚 八代町倉庫 耐薬品用手袋 100 枚 消防署各分署

消毒液 10 本 八代町倉庫 浴衣 300 着 協定（ 葬儀社）

エプロン 100 枚 八代町倉庫 棺 300 個 協定（ 葬儀社）

シーツ 80 枚 八代町倉庫 白地の布 300 枚 協定（ 葬儀社）

アルミ シート 50 枚 八代町倉庫 綿 協定（ 葬儀社）

簡易ベッド 6 台 八代町倉庫 祭壇 2 式 協定（ 葬儀社）

バケツ 5 個 八代町倉庫 消臭剤（ お香） 協定（ 葬儀社）

投光機 10 台 八代町倉庫 ドライアイス 3, 000 ㎏ 協定（ 業者）

毛布 350 枚 五貫島倉庫 長靴 50 足 協定（ 商工班）

遺体収納袋 200 枚 五貫島倉庫 ダンボール 300 個 協定（ 商工班）

椅子 富士体育館 割り箸 300 本 協定（ 商工班）

机 富士体育館 ガーゼ 1, 000 枚 協定（ 商工班）

パーテーショ ン 富士体育館 ゴーグル 100 個 協定（ 商工班）

パソコン 3 台 富士体育館 使い捨てタオル 300 枚 協定（ 商工班）

電話 1 台 富士体育館 包帯 100 巻 協定（ 商工班）

Ｆ ＡＸ 1 台 富士体育館 ビニール袋 1000 枚 協定（ 商工班）

コピー機 1 台 富士体育館 脚立 4 台 協定（ 商工班）

遺体個票兼
遺体収容票

300 枚
富士体育館
（ 予定）

扇風機 4 台 協定（ 商工班）

遺体安置状況表 30 枚
富士体育館
（ 予定）

カメラ 1 台

筆記用具一式
富士体育館
（ 予定）

名札 300 枚

遺体識別バンド 300 本
富士体育館
（ 予定）

遺体及び所持品
引取り書

300 枚
富士体育館
（ 予定）

数量 数量

（資料1-2）
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文化スポーツ課

資料２－１

駐車場

（ 資料2-2参照）

剣道場

身元判明遺体安置場所
（ 処置終了後）

柔道場

職員休憩場所

女子更衣室

女子ト イレ

男子更衣室

男子ト イレ

機械室

会議室

事務室

健康相談室

ＥＶ

埋 火 葬
手 続 き

問

合

せ

窓

口

市

民

受

付

シャワー室

シャワー室

掲 示 板 掲 示 板

祭 壇

引

渡

し

窓

口

パーテーショ ン

市民等の
入館経路

市民等の
入館経路

Ｅ Ｖ

機械室

ト レーニング

ルーム

吹抜

女子

ト イレ

パーテーショ ン

男子

ト イレ

遺品一時預かり所

面会場所

面会場所

面会場所

ベッド

ベッド

ベッド

遺族待合所

身元不明遺体安置場所

（ 処置終了後）

資機材置き場

祭

壇

１Ｆ

２Ｆ

遺体収容所 配置予定図

資料５－１４

富士市スポーツ
協会事務局



遺体収容所　 駐車場配置予定図
資料２ －２

機
械
室

剣
道
場
（

身
元
判
明
遺
体
）

柔
道
場
（

職
員
休
憩
室
）

倉庫

受付

遺体搬入

洗浄

側溝

検視・ 検案

検案待ち

納体袋へ収納など

車両

進行方向

出口

身元不明遺体は２階へ

水槽

ブルーシート

（ 固定）

ブルーシート

（ 開閉式）
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資料６－１

輸送路
種別 延長(ｍ)

全体 160 201,375
1 93,920
2 30,550
3 50,775
4 26,130

＊緊急輸送路の位置図は、「富士市防災マップ（P30以降）」参照

種別 名　　　称 重要拠点 ヘリポート 消防

災害拠点
病院

救護病院
支援病院

医療救護
所兼指定
避難所

指定避難所
地区防災拠点

1 東名高速道路 19,100

1 新東名高速道路 19,620

1 1 国道 国道１号 12,000

1 139 国道 国道139号西富士道路 6,100

1 469 国道 国道469号 10,900 勢子辻林業施設展示場

1 24 県道 主要地方道 富士裾野線 9,105 勢子辻林業施設展示場

1 72 県道 主要地方道 富士白糸滝公園線 1,600

1 88 県道 主要地方道 一色久沢線 2,740

1 88 県道 主要地方道 一色久沢線 1,420

1 174 県道 富士停車場線 1,100

1 353 県道 田子の浦港富士インター線 2,400

1 353 県道 田子の浦港富士インター線 1,620

1 1 港湾道路 臨港道路1号線 100

1 3 港湾道路 臨港道路3号線 280

1 5 港湾道路 臨港道路5号線 120

1 6 港湾道路 臨港道路6号線 240

1 7 港湾道路 臨港道路7号線 1,180

1 11 港湾道路 臨港道路11号線 435

1 12 港湾道路 臨港道路12号線 50

1 17 港湾道路 臨港道路17号線 780

1 34-3 市道 左富士臨港線 235

1 45-2 市道 田子浦伝法線 870

1 45-3 市道 田子浦伝法線 1,000

1 60 市道 一色小沢3号線 785

1 139 国道 国道139号 140

2 139 国道 国道139号 2,250

2 139 国道 国道139号（指定区間外） 3,500

2 10 県道 富士川身延線 7,800 富士川分署 富士川体育館

2 380 県道 主要地方道 富士清水線 4,000

2 396 県道 県道富士由比線 7,700 富士川第一中

2 414 県道 富士富士宮線 5,300

3 22 県道 主要地方道 三島富士線 320 聖隷富士病院

3 22 県道 主要地方道 三島富士線 980 富士市立高 吉永第一小、吉永まちづくりセンター

3 24 県道 主要地方道 富士裾野線 3,100 富士見台分署 吉原第二中 吉原高、富士東高

3 72 県道 主要地方道 富士白糸滝公園線 1,840 大淵分署 大淵中 大淵第一小

3 76 県道 主要地方道 富士富士宮由比線 1,940
新富士病院、

富士いきいき病院

3 88 県道 主要地方道 一色久沢線 540 鷹岡中

3 167 県道 県道 須津東田子の浦停車場線 555 須津中 須津まちづくりセンター

3 169 県道 県道 吉永吉原停車場線 650 富士市立高 吉永第一小、吉永まちづくりセンター

3 170 県道 県道 田子の浦港大野線 960 臨港分署 元吉原中 元吉原小、元吉原まちづくりセンター

3 172 県道 県道 吉原田子浦港線 190 聖隷富士病院

3 188 県道 県道 岩淵富士川停車場線 750 富士川まちづくりセンター 富士川第一小

3 1 市道 臨港富士線 3,245 富士市役所 中央消防署

緊急輸送路の設定状況

富士市緊急輸送路 

３次緊急輸送路（物資等輸送路線）

３次緊急輸送路(救護関連及び広域物資拠点へのルート)

２次緊急輸送路

１次緊急輸送路

関連拠点名路線名輸
送
路
種
別

路
線
番
号

延長
（ｍ）

資料６－１

種別 名　　　称 重要拠点 ヘリポート 消防

災害拠点
病院

救護病院
支援病院

医療救護
所兼指定
避難所

指定避難所
地区防災拠点

関連拠点名路線名輸
送
路
種
別

路
線
番
号

延長
（ｍ）

3 1 市道 臨港富士線 150  富士市防災ヘリポート

3 2 市道 吉原沼津線 4,810 吉永分署 吉原第三中

3 4-1 市道 比奈間門線 530 吉原第三中

3 9 市道 木ノ宮富士岡線 835 富士見台分署

3 31 市道 水神林町線 30  かりがね緑地グランド

3 32-1 市道 吉原浮島線 390  富士市防災ヘリポート

3 32-2 市道   吉原浮島線 440 富士市東球場

3 34-3 市道 左富士臨港線 155 岳陽中

3 35 市道 中島林町線 555 川村病院 富士中

3 41 市道 弥生線 1,310 聖隷富士病院 吉原第一中

3 42-3 市道 富士鷹岡線 460 川村病院 富士中

3 42-3 市道 富士鷹岡線 190 西消防署

3 43-3 市道 田子浦鷹岡線 280 富士川緑地公園

3 50 市道 前田宮下線 420 ふじさんめっせ

3 50 市道 前田宮下線 1,010 南分署

3 54-1 市道 本市場大渕線 485 岩松中 富士中央小、富士駅北まちづくりセンター

3 55 市道 五味島岩本線 2,580 岩松中 富士高

3 57-1 市道 天間清水久保1号線 700 鷹岡分署

3 59 市道 片倉若松町線 1,450  富士市総合運動公園
湖山リハビリテーショ
ン病院

3 61 市道 間門上ノ山1号線 690 吉原北中 神戸小、神戸まちづくりセンター

3 64 市道 伝法原田線 300 吉原第二中

3 65 市道 新富士インター城山線 2,710

3 75 市道 富士川蒲原線 1,870  富士川河川敷憩いの広場

3 82 市道 市場清水線 50  俵石スポーツ広場

3 101 市道 今井砂山線 60 臨港分署 元吉原中

3 102 市道 今井毘沙門町線 500 臨港分署 元吉原中

3 103 市道 今井鈴川線 105 元吉原中

3 113-1 市道 岩世ヶ原神戸西線 290 吉原北中

3 125 市道 西片倉三ツ倉線 360 （一社）日本建設機械施工協会

施工技術総合研究所

3 168 市道 三四軒屋森島線 520 富士南中 富士南小、富士南まちづくりセンター

3 175 市道 中丸柳島線 460 田子中

3 184-1 市道 荒田島中里線 150 今泉小

3 184-2 市道 荒田島中里線 410 今泉小

3 202 市道 元吉原中里線 400 須津中 須津まちづくりセンター

3 205 市道 田中新田中里線 1,030 富士市東球場

3 211 市道 鈴川東町1号線 290 臨港分署

3 212 市道 鈴川中町7号線 460 臨港分署 元吉原中

3 224-2 市道 宝町高島線 130 富士整形外科病院

3 224-3 市道 宝町高島線 440 富士整形外科病院

3 224-4 市道 宝町高島線 180 中央病院

3 243 市道 富士川駅中之郷線 60 富士川まちづくりセンター 富士川第一小

3 252 市道 原方中野線 80  俵石スポーツ広場

3 1038 市道 大野新田居村1号線 320 臨港分署 元吉原中 元吉原まちづくりセンター

3 1048 市道 今井三丁目1号線 165 臨港分署 元吉原中

3 1054 市道 今井一丁目2号線 480 臨港分署 元吉原中

3 1116 市道 中里大坪新田添3号線 120 富士市東球場

3 1240 市道 中里久保7号線 110 須津中

3 1243 市道 中里愛鷹1号線 150 須津中

3 2041 市道 比奈祢宜前2号線 190 富士市立高

3 2048 市道 比奈祢宜前6号線 670 富士市立高校
（第２グランド）

3 3081 市道 中央町二丁目9号線 65 芦川病院

3 3085 市道 中央町二丁目13号線 50 芦川病院

3 4205 市道 五貫島靖国3号線 400 富士川緑地公園

3 4206 市道 五貫島堤添1号線 170 富士川緑地公園
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種別 名　　　称 重要拠点 ヘリポート 消防

災害拠点
病院

救護病院
支援病院

医療救護
所兼指定
避難所

指定避難所
地区防災拠点

関連拠点名路線名輸
送
路
種
別

路
線
番
号

延長
（ｍ）

3 4371 市道 五貫島靖国4号線 185 富士南中 富士南小、富士南まちづくりセンター

3 4372 市道 五貫島天神通1号線 120 富士南中 富士南小、富士南まちづくりセンター

3 4345 市道 森下横道下1号線 120 富士南中

3 4676 市道 美土原中の浦南線 145 田子浦中

3 4701 市道 柳島広町8号線 630 ふじさんめっせ

3 6153 市道 松岡大堀添7号線 60 岩松中

3 7006 市道 比奈西鴻ノ巣1号線 150  富士市立高校（第２グランド）

3 7108 市道 富士見台七丁目6号線 480 富士見台分署

3 7396 市道 大淵庚申松1号線 210
湖山リハビリテーショ
ン病院

3 7500 市道 久沢大久保23号線 50 富士いきいき病院

3 7502 市道 久沢大久保24号線 90 富士いきいき病院

3 9003 市道 幸町大楽窪線 210 共立蒲原病院

3 9004 市道 大楽窪線 50 共立蒲原病院

3 9107 市道 古谿会下線 100 富士川まちづくりセンター

3 9185 市道 久保地中野線 390 松野学園 松野学園

3 9361 市道 中野富士川線 210  俵石スポーツ広場

3 林道 七色石線 1,190 少年自然の家
丸火体育館

3 林道 丸火線 100
少年自然の家
丸火体育館

4 22 県道 主要地方道 三島富士線 145 須津小

4 72 県道 主要地方道 富士白糸滝公園線 1,250 旧大淵第二小

4 76 県道 主要地方道 富士富士宮由比線 300 旧吉原東中

4 76 県道 主要地方道 富士富士宮由比線 70

4 76 県道 主要地方道 富士富士宮由比線 990 吉永第二小、吉永北まちづくりセンター

4 76 県道 主要地方道 富士富士宮由比線 75 大淵第一小

4 170 県道 県道 田子の浦港大野線 70 元吉原小、元吉原まちづくりセンター

4 174 県道 県道 富士停車場線 710 富士第二小、富士駅南まちづくりセンター

4 175 県道 県道 鷹岡富士停車場線 165 富士第一小

4 176 県道 県道 鷹岡柚木線 235 岩松小、岩松まちづくりセンター

4 176 県道 県道 鷹岡柚木線 700 天間小

4 2 市道 吉原沼津線 2,350 東小、浮島まちづくりセンター

4 9 市道 木ノ宮富士岡線 360 富士見台まちづくりセンター

4 14 市道 富士本線 640 旧大淵第二小

4 15 市道 八王子富士本線 3,650 旧大淵第二小

4 30 市道 旭町富士宮線 910 岩本保育園

4 34-1 市道 左富士臨港線 550 原田小、原田まちづくりセンター

4 34-2 市道 左富士臨港線 415 原田小、原田まちづくりセンター

4 34-3 市道 左富士臨港線 870 広見小、広見まちづくりセンター

4 42-2 市道 富士鷹岡線 425 富士駅北まちづくりセンター

4 43-1 市道 田子浦鷹岡線 1,005 岩松北小学校、岩松北まちづくりセンター

4 54-1 市道 本市場大渕線 110 富士中央小、富士北まちづくりセンター

4 61 市道 間門上ノ山1号線 630 吉永第二小、吉永北まちづくりセンター

4 64 市道 伝法原田線 260 吉原高校

4 64 市道 伝法原田線 560 原田小、原田まちづくりセンター

4 101 市道 今井砂山線 105 元吉原小、元吉原まちづくりセンター

4 130 市道 高屋天間沢線 70 天間まちづくりセンター

4 137 市道 片倉末広町線 1,190 丘小、丘まちづくりセンター

4 142 市道 吉原上中町線 230 伝法小、伝法まちづくりセンター

4 153 市道 滝戸旭町線 880 岩本保育園

4 169 市道 宮島宮下線 70 富士南小

4 185 市道 荒田島日吉町線 165 吉原まちづくりセンター

4 199 市道 本町四丁河原線 175 富士見中、富士見高

4 201 市道 十兵衛宮島線 250 富士第二小、富士駅南まちづくりセンター

4 224-2 市道 宝町高島線 100 吉原小、吉原まちづくりセンター

4 1230 市道 中里宮組3号線 30 須津小
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4 1333 市道 西船津中村4号線 80 東小

4 2025 市道 富士岡背戸田1号線 365 旧吉原東中

4 2035 市道 比奈上荒川1号線 50 旧吉原東中

4 2136 市道 今泉三丁目3号線 75 今泉小

4 2311 市道 今泉六丁目1号線 395 今泉まちづくりセンター

4 4115 市道 鮫島浜の島2号線 100 田子浦小

4 4122 市道 中丸家体1号線 140 田子浦まちづくりセンター

4 4127 市道 中丸家体5号線 220 田子浦小

4 4315 市道 上横割新宿1号線 160 富士第二小、富士駅南まちづくりセンター

4 5041 市道 本市場郷蔵前1号線 160 富士第一小

4 5094 市道 本町二丁目3号線 80 富士駅北まちづくりセンター

4 5290 市道 松岡大堀添3号線 130 岩松小、岩松まちづくりセンター

4 5506 市道 米之宮町21号線 115 富士中央小、富士北まちづくりセンター

4 5508 市道 米之宮町23号線 100 富士北まちづくりセンター

4 6057 市道 厚原大石6号線 190 丘小

4 6126 市道 岩本滝戸道南2号線 300 岩松北小、岩松北まちづくりセンター

4 6153 市道 松岡大堀添7号線 140 岩松小

4 6283 市道 久沢二丁目9号線 210 鷹岡小

4 6290 市道 久沢峯畑2号線 200 鷹岡まちづくりセンター
4 6298 市道 久沢馬見塚4号線 40 鷹岡まちづくりセンター

4 6349 市道 天間樋下1号線 45 天間小
4 6376 市道 天間高谷戸1号線 370 天間幼稚園

4 6377 市道 天間高谷5号線 15 天間幼稚園
4 6542 市道 伝法厚原線 35 丘まちづくりセンター

4 7059 市道 今泉木ノ宮1号線 130 富士東高校

4 7149 市道 富士見台一丁目4号線 320 富士見台小
4 7122 市道 富士見台六丁目６号線 25 富士見台まちづくりセンター

4 7123 市道 富士見台六丁目7号線 140 富士見台まちづくりセンター

4 7181 市道 神戸寺下1号線 130 神戸小

4 7224 市道 一色荻ノ原上1号線 130 青葉台小
4 7253 市道 広見本町11号線 110 広見小、広見まちづくりセンター

4 7449 市道 大淵狐窪8号線 55 大淵まちづくりセンター

4 7455 市道 大淵狐窪14号線 85 大淵まちづくりセンター
4 7520 市道 鵜無ヶ淵小向2号線 45 吉永第二小、吉永北まちづくりセンター

4 8117 市道 大淵鳥追窪2号線 220 旧大淵第二小
4 9389 市道 原方小車線 315 松野まちづくりセンター

Ｌ＝ ｍ合計 201,375
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緊急通行車両の確認申出手続 
 

指定行政機関等が行う災害応急対策の迅速化及び発災後の確認手続きの効率化に資するため、緊急通

行車両の確認申出を推進するものとする。 
 

１．確認申出手続き 

(1) 確認申出対象車両 

確認申出対象車両は次のいずれにも該当する車両である。 

ア 指定行政機関等が所有し、若しくは指定行政機関等が契約により専ら自らの活動に使用し、又

は他から調達する車両であること。 

イ 大規模地震対策特別措置法第21条に定める地震防災応急対策又は災害対策基本法第50条に定

める災害応急対策を実施する計画がある車両であること。 

(2) 届出の方法 

ア 警察署交通課に備え付けてある緊急通行車両確認申出書により届け出る。 

イ 緊急輸送車両を使用する指定行政機関等の所在地を管轄する警察署交通課に提出する。 

(3) 申出済証等の交付 

ア 審査を経た緊急通行車両については「標章」及び「緊急通行車両確認証明書」を警察署を経由

して交付する。 

イ 「標章」及び「緊急通行車両確認証明書」の交付を受けた車両は自動車検査証と一体保管する。 

(4) 標章の返納 

標章の交付を受けた者は、次の場合に公安委員会に対し標章を返納するものとする。 

ア 当該車両が、緊急通行車両に該当しなくなったとき。 

イ 当該車両が廃車になったとき。 

ウ その他の理由により緊急通行車両としての必要性がなくなったとき。 

 

 

指定行政機関等が
保有

する車両を使用

申請者に交付

指定行政機関等が
常時専用に

契約
している車両を使用

確認申出書
添付書類
　賃貸契約書、
　業務委託等
　の契約書類

警察本部で審査

管轄警察署へ提出

緊急通行業務を行う指定行政機関等
確認申出書類作成

確認申出書

緊急通行車両確認申出チャート

使用車両 申出書類

「標章」及び「確認証明書」の発行

警察本部から警察署へ送付
指定行政機関等が

他から
調達

する車両を使用

確認申出書
添付書類
　調達計画等の
　の計画書
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緊急通行車両の確認申請及び確認手続 

 

大規模地震対策特別措置法又は災害対策基本法に基づく通行禁止が実施された場合における緊急通

行車両の確認申請及び確認手続きは次によるものとする。 

 

１ 緊急通行車両等事前届出済証の交付を受けている緊急通行車両の場合 

(1) 段階別の指定 

届出済証には段階別通行区分が指定されていることから、原則として指定された段階別に確認申

請を行うものとし、段階別の確認申請の時期は、公安委員会がマスコミ等を通じて広報するものと

する。 

(2) 確認申請の方法 

確認申請は公安委員会に対し届出済証を提示して行うものとし、次の場所で受理する。 

ア 警察本部 

イ 各警察署 

ウ 交通検問所 

(3) 確認の方法 

ア 届出済証を携帯している緊急通行車両の確認は他に優先して行うものとする。 

イ 前記申請に基づき公安委員会は、緊急通行車両にあたることを確認した場合には、所定の標章

及び確認証明書を車両 1台につき１通交付する。 

(4) 確認証明書及び標章の有効期限 

当該車両が緊急通行車両として使用される期間を有効期間とする。 

(5) 標章の掲示等 

標章等は当該車両の見やすい箇所に掲示するものとし、確認証明書は当該車両に備え付けるもの

とする。 

(6) 標章の返納 

有効期間の終了した標章は警察本部、警察署のいずれかに返納するものとする。 

 

２ 事前届出をしていない緊急通行車両の場合 

(1) 確認申請の方法 

確認申請は、警察署交通課に備えてある緊急通行車両確認申請書に必要事項を記入の上、当該車

両が指定行政機関等の災害応急対策に使用するものであることの疎明資料を添え、次の場所に提出

する。 

ア 警察本部 

イ 各警察署 

(2) 確認の方法 

公安委員会は、申請書及び添付書類に基づき当該車両が緊急通行車両であるかを審査し、緊急通

行車両であることを確認した場合には、所定の標章及び確認証明書を車両１台につき１通交付する。 

(3) 確認証明書及び標章の有効期限 

当該車両の緊急通行車両として使用される期間を有効期間とする。 

(4) 標章の掲示等 

標章は当該車両の見やすい箇所に掲示するものとし、確認証明書は当該車両に備え付けるものと

する。 

(5) 標章の返納 

有効期間の終了した標章は警察本部、警察署のいずれかに返納するものとする。 
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１．市有車両数 令和6年3月31日現在

小　普 小　普 軽 大　小 特 乗 塵 消 救
型　通 型　通 自 型　型 合 芥 防 急

乗 貨 動 特 種 バ 車 車 車
用 物 車 殊 ス

資産経営課（共用車輌） 6 12 56 1 75
秘書課 1 1
議会事務局 1 1
教育総務課 1 1
シティプロモーション課 1 1
市民安全課 1 1 2
道路維持課 2 2
林政課 2 2
河川課 1 1 2
福祉総務課 1 1
生活支援課 1 1 2
農政課 2 2
住宅政策課 1 1
防災危機管理課 1 1
建築土地対策課 1 1
建設総務課 1 1
市民活躍･男女共同参画課 1 1
廃棄物対策課 1 1
介護保険課 4 4
総務課 1 1

小計 14 16 69 0 4 0 0 0 0 103

福祉キャンパス 2 1 3 6
こども発達センター 3 2 5
フィランセ 1 12 13
新富士駅南整備課 1 1
まちづくりセンター 24 24
文化財課（博物館） 5 5
中央図書館 1 2 3
教育プラザ 1 5 6
看護専門学校 1 1
富士市立高校 1 1
富士川学校給食センター 3 3
生活排水対策課 2 2
地域産業支援センター 1 1

小計 3 6 58 0 2 2 0 0 0 71

17 22 127 0 6 2 0 0 0 174

新環境クリーンセンター 7 5 1 2 12 27
上下水道部 4 6 16 2 28
消防本部 1 30 12 43

消防団 33 33

富士市立中央病院 2 1 5 1 9
防災危機管理課 1 1
指定管理者（ふじのやま） 1 1
富士市立高校 1 1 2 4

小計 7 14 28 1 5 3 12 63 13 146

24 36 155 1 11 5 12 63 13 320

２．緊急通行車両事前届出済車両数
小　普 小　普 軽 大　小 特 乗 塵 消 救

型　通 型　通 自 型　型 合 芥 防 急
乗 貨 動 特 種 バ 車 車 車
用 物 車 殊 ス

24 36 155 10 3 63 13 304
1 12 13

1 2 3
24 36 155 1 11 5 12 63 13 320

合計

小
　
計

合計
第三段階
第二段階
第一段階

本
　
庁
　
車
　
両

出
　
先
　
車
　
両
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緊急用市有車両一覧表

直
接
管
理
車
両

所
　
属

小
　
計

資産経営課車輌合計

資料６－１１ 

 

 
防災関係機関の現有車両 

 
日本通運株式会社 富士支店管内現有車両  

        
       
 管内店所 

超大型 大 型 中 型 普 通 小 型 
計 

9ｔ～ 
～9ｔ 

まで 
～6.5ｔ 

まで 
～4ｔ 

まで 
～2ｔ 

まで 

 富 士 支 店 
   コンテナ課 

 63－1631 8 0    

8 

※コンテナ専用

車7台を含む 

※トラクタ･ 

トレーラー除く 

富 士 支 店 
富士物流センター 

     33－1011 

7   4 4 
15 

※タンク車除く 

 計 15 0  4 4 23 

 
 
富士急静岡バス株式会社 鷹岡営業所管内・富士営業所管内現有車両 

 用途 路 線 貸 切 
（立席なし） 

計    車種 大 型 中 型 小 型 大 型 中・小型 

 
管内営業所 

乗車 

人員 
55～78人 50～58人 44人以下 43～62人 26人 

 鷹岡営業所運転 

71－2491 8 26 7 17 0 58 

計 
8 26 7 17 0 58 

 

車種 
 

積載量 



資料６－１２

地区 住所 TEL

吉原 昭和油業㈱ 吉原セントラル 吉原1丁目11-23 52-4040

吉原 昭和油業㈱ クレール高嶺町 高嶺町3-2 52-2198

吉原 昭和油業㈱ 富士インター東 国久保3-1-5 54-3111

吉原 昭和油業㈱ 広見インター 伝法字中原564-38 21-9220

吉原 昭和油業㈱ エクスプレス広見パーク 伝法58-7 21-1185

吉原 新光石油㈲ 今泉 今泉494-2 52-3896

吉原 ㈲安藤石油 比奈 比奈426-6 34-1639

吉原 石川石油 増川 江尾54-4 34-0698

吉原 ㈲市川商会 富士比奈 比奈602-5 34-3777

吉原 ㈱内山商店 富士神戸 神戸6 21-5211

吉原 ㈲エンドー 駿河台 今泉2069-1 51-6951

吉原 ㈲勝亦石油 富士八王子 大淵字東下原2969-4 35-0437

吉原 ㈲勝亦石油 大淵 大淵3440-7 35-5082

吉原 神尾石油㈱ 今泉 今泉478-1 51-0385

吉原 三栄油業㈱ 今井 今井435-2 33-0545

吉原 ㈲鈴吉商店 鈴川 今井1丁目1-14 33-0010

吉原 鈴木燃料店 吉原北 今泉8-16-34 52-2271

吉原 ㈱フジワンビシ カミナカ 伝法2751-2-1-2 52-2700

吉原 富士見石油 北富士 今泉6丁目12-16 52-5206

吉原 富士市浮島工業団地（協） 富士市浮島工業団地 中里字大坪新田添2608-32 32-1222

吉原 ㈲古郡商店 富士中央 錦町1丁目1-10 51-0720

吉原 ㈲保科石油 原田 原田333-1 52-3034

吉原 ㈲丸正石油 富士インター 伝法2511-3 51-7343

吉原 ムラカタ㈱ セルフ富士IC 伝法3104-1 51-4598

吉原 ヨシコシ 富士駿河台 今泉2386-1 53-2240

吉原 静岡資材㈱ 柏原 中里2561-147 31-0121

吉原 サガミシード㈱ 花の木 今泉646-1 52-9389

吉原 サガミシード㈱ 新富士 津田222-8 52-6844

吉原 サガミシード㈱ ハートランド富士 日の出町1 52-3829

吉原 ㈱丸大石油 セルフ富士比奈 比奈273-2 34-0123

吉原 和多仁エネルギー㈱ セルフ富士 御幸町10-1 52-6295

吉原 鈴与商事㈱ (富士支店) 鈴川本町3-17 33-0795

吉原 鈴与オイルサービス㈱ 本吉原 今泉1-14-30 52-3571

吉原 エネクス石油販売東日本㈱ スーパーセルフ富士中央 錦町1-11-6 52-1573

富士 ㈱旭石油 富士岩本 岩本75-1 63-3577

富士 井出信石油㈱ 新道町 中島416 61-1994

富士 岩山石油㈱ セルフ富士 柚木438-1 61-0495

富士 岩山石油㈱ ランドマーク富士 米之宮36 61-0497

富士 斉藤石油㈱ 富士南 横割3-6-41 61-1272

富士 斉藤石油㈱ 富士バイパス 中丸字中の浦337-1 62-0008

富士 斉藤石油㈱ 中丸 中丸字新井田707-1 61-2727

静岡県石油業協同組合  富士支部組合員一覧表

社店名

資料６－１２

地区 住所 TEL社店名

富士 サカキ石油㈱ 柚木 柚木209-3 64-2539

富士 サカキ石油㈱ 富士浦町 松岡661-10 60-7940

富士 ㈱杉山石油 富士駅北 松岡1162 61-5104

富士 ㈲古郡商店 フジマツオカ 松岡字四ッ家236-1 62-9587

富士 ㈲ミヤジマ石油 田子の浦 宮島272-2 61-3458

富士 睦合石油㈱ (事務所) 八幡町6-13 61-0853

富士 ムラカタ㈱ 富士シアター 中島142-1 61-1959

富士 ムラカタ㈱ 富士バイパス 五貫島132-1 63-4560

富士 ㈱山田興産 富士中島 中島471-1 63-0862

富士 ㈲吉川石油店 富士鷹 中島315-1 61-6116

富士 ㈱丸大石油 セルフ水戸島 水戸島本町15-18 60-3227

富士 ㈱杉山石油 富士駅南 横割1丁目2-20 61-1107

富士 ムラカタ㈱ セルフ富士 蓼原883-4 61-8888

富士 鈴与オイルサービス㈱ 田子の浦港 前田弥六島652-5 33-1127

鷹岡 影島鉱油店 人山瀬 入山瀬2-2-14 71-3439

鷹岡 進要商会 厚原 厚原1055-2 71-1218

鷹岡 ㈱東浩石油 鷹岡 久沢433 71-1330

鷹岡 土屋燃料㈱ 富士 冨士市厚原22-1 71-3990

鷹岡 和多仁エネルギー㈱ セルフ入山瀬 入山瀬503-3 71-7733

鷹岡 岡重㈱ 富士鷹岡 厚原60-2 71-3201

富士川 草ヶ谷燃料㈱ 岩淵 中之郷730 81-1230

富士川 ㈱久保田商店 北松野 北松野1346-5 85-2010

富士川 ㈱久保田商店 南松野 南松野26-1 85-1515

富士川 ㈲フカサワ 富士川バイパス 南松野2452-2 85-2242

富士川 ㈲望月石油店 松野 南松野1805-1 85-2353




